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Ｅ
Ｕ
と
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
適
法
性入

稲

福

智

は
じ
め
に

現
在
、
Ｅ
Ｕ
は
欧
州
統
合
史
上
、
最
も
深
刻
な
危
機
に
直
面
し
て
い（
１
）る。
背
景
に
あ
る
の
は
、
ギ
リ
シ
ャ
の
財
政
破
綻
に
端
を
発
す
る

ユ
ー
ロ
危
機
で
あ
る
が
、
そ
の
影
響
は
単
一
通
貨
だ
け
で
は
な
く
、
Ｅ
Ｕ
の
存（
２
）続を
も
脅
か
し
か
ね
な
い
ほ
ど
で
あ
る
。
こ
の
深
刻
な
事

態
を
収
拾
す
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
や
ユ
ー
ロ
導
入（
３
）国は
団
結
し
て
対
策
を
講
じ
て
い（
４
）る。
国
家
破（
５
）産の
危
機
に
瀕
し
た
ギ
リ
シ
ャ
を
支
援
す
る

こ
と
以
外
に
危
機
を
克
服
す
る
方
法
は
な
く
、
財
政
支
援
の
重
要
性
は
疑
い
を
入
れ
な
い
と
解
さ
れ
る（
６
）が、
そ
の
適
法
性
に
つ
い
て
は
検

討
の
余
地
が
あ
る
。
こ
の
法
律
問
題
は
、
Ｅ
Ｕ
内
で
も
、
特
に
、
ド
イ
ツ
で
活
発
に
議
論
さ
れ
て
い
る
が
、
同
国
の
多
数
説
は
、
ど
の
よ

は
じ
め
に

第
一
章

Ｅ
Ｕ
内
の
ギ
リ
シ
ャ
危
機
・
ユ
ー
ロ
危
機
対
策

第
二
章

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
関
す

る
Ｅ
Ｕ
法
上
の
問
題

第
三
章

Ｅ
Ｕ
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
適
法
性

終
わ
り
に
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う
な
形
態
で
あ
れ
、
Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
に
よ
る
財
政
支
援
は
Ｅ
Ｕ
法
に
反
す
る
と
捉
え
て
い（
７
）る。
ユ
ー
ロ
や
Ｅ
Ｕ
体
制
の
存
続
に
関
わ
る
問

題
で
あ
る
だ
け
に
慎
重
な
判
断
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
本
稿
で
は
、
ド
イ
ツ
に
お
け
る
議
論
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
Ｅ
Ｕ
や
ユ
ー
ロ
導
入
国
に

よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
適
法
性
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
法
の
観
点
か
ら
考
察
す
る
。
な
お
、
ギ
リ
シ
ャ
危
機
に
関
わ
る
Ｅ
Ｕ
法
上
の
問
題
と
し

て
は
、
ギ
リ
シ
ャ
の
ユ
ー
ロ
圏
か
ら
の
脱
退
や
排（
８
）除、
さ
ら
に
、
欧
州
中
央
銀
行
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
国
債
買
取
の
適
法（
９
）性な
ど
も
挙
げ
ら

れ
る
。
ま
た
、
Ｅ
Ｕ
法
だ
け
で
は
な
く
、
国
内
法
と
の
整
合
性
に
つ
い
て
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
（
１０
）
が
、
こ
れ
ら
の
論
点
の
考
究
は
他
稿
に

譲
る
。

と
こ
ろ
で
、
ギ
リ
シ
ャ
危
機
、
ま
た
は
、
よ
り
広
く
ユ
ー
ロ
危
機
を
克
服
す
る
た
め
に
設
け
ら
れ
た
Ｅ
Ｕ
内
の
施
策
は
、
Ｅ
Ｕ
の
措
（
１１
）
置

と
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
措
（
１２
）
置
に
分
け
ら
れ
る
が
、
前
者
に
は
欧
州
中
央
銀
行
の
対
（
１３
）
応
を
含
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
ギ
リ
シ
ャ
の
み
を

支
援
の
対
象
に
し
て
い
る
も
の
と
、
全
て
の
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
な
い
し
ユ
ー
ロ
導
入
国
を
対
象
に
し
て
い
る
も
の
が
あ
る
。
こ
れ
ら
は
法
的
基

盤
・
枠
組
み
も
異
な
る
た
め
、
明
確
に
区
別
す
る
必
要
が
あ
る
（
１４
）
が
、
以
下
で
は
、
ま
ず
、
一
連
の
対
策
に
つ
い
て
説
明
す
る
（
第
一
章
）
。

次
に
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
適
法
性
と
（
第
二
章
）
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
適
法
性
に
つ
い
て
考
察
す
る

（
第
三
章
）
。

第
一
章

Ｅ
Ｕ
内
の
ギ
リ
シ
ャ
危
機
・
ユ
ー
ロ
危
機
対
策

一

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援

Ｅ
Ｕ
法
は
単
一
通
貨
ユ
ー
ロ
を
安
定
さ
せ
る
た
め
、
全
て
の
加
盟
国
（
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
限
ら
な
い
）
に
財
政
の
健
全
化
を
義
務
付
け

て
い
る
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
六
条
お
よ
び
成
長
・
安
定
化
協
定
参
（
１５
）
照
）
。
ま
た
、
欧
州
委
員
会
に
は
加
盟
国
の
財
務
状
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況
を
監
視
す
る
権
限
を
与
え
、
必
要
な
場
合
に
は
、
特
定
の
加
盟
国
に
対
し
懲
戒
手
続
（D

isziplinarverfahren

）
を
開
始
す
る
こ
と
も

認
め
て
い
る
（
１６
）
が
、
ギ
リ
シ
ャ
は
長
年
に
亘
（
１７
）
り
デ
ー
タ
を
改
ざ
ん
し
続
け
、
欧
州
委
員
会
に
は
誤
っ
た
情
報
を
与
え
て
き
た
。
一
〇
年
以
上

に
も
及
ぶ
不
正
が
明
る
み
に
な
っ
た
き
っ
か
け
は
、
二
〇
〇
九
年
秋
の
政
権
交
代
で
あ
っ
た
が
、
新
政
府
に
よ
っ
て
債
務
超
過
の
実
体
が

公
表
さ
れ
る
と
、
ギ
リ
シ
ャ
国
債
の
金
利
は
急
上
昇
（
１８
）
し
、
同
国
は
市
場
か
ら
の
資
金
調
達
に
窮
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
ま
た
、
ユ
ー
ロ
は

市
場
の
信
用
を
失
い
、
大
幅
に
下
落
す
る
よ
う
に
な
（
１９
）
る
。

な
お
、
ギ
リ
シ
ャ
は
人
口
一
一
〇
〇
万
の
小
国
で
、
経
済
力
も
Ｅ
Ｕ
全
体
の
数
パ
ー
セ
ン
ト
に
過
ぎ
な
い
が
、
通
貨
統
合
が
実
現
し
て

い
る
現
在
、
そ
の
財
政
破
綻
は
ユ
ー
ロ
圏
全
体
に
大
き
な
打
撃
と
混
乱
を
与
え
る
。
特
に
、
フ
ラ
ン
ス
の
金
融
機
関
は
ギ
リ
シ
ャ
国
債
を

大
量
（
約
七
五
七
億
ユ
ー
（
２０
）
ロ
）
に
買
い
付
け
て
い
る
た
め
、
ギ
リ
シ
ャ
が
破
産
し
、
国
債
の
償
還
が
不
能
に
な
れ
ば
、
甚
大
な
影
響
を
受

け
る
。
ま
た
、
財
政
・
金
融
問
題
を
抱
え
て
い
る
の
は
何
も
ギ
リ
シ
ャ
だ
け
で
は
な
く
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
イ
タ
リ
ア
、

ス
ペ
イ
ン
と
い
っ
た
、
そ
の
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
へ
の
危
機
の
波
及
も
懸
念
さ
れ
（
２１
）
た
。
そ
の
た
め
、
ユ
ー
ロ
グ
ル
ー
プ
の
団
結
し
た
対
応

が
求
め
ら
れ
た
が
、
単
一
通
貨
を
安
定
さ
せ
る
た
め
の
支
援
策
は
早
急
に
ま
と
ま
ら
な
か
っ
た
。
特
に
、
支
援
が
実
施
さ
れ
る
場
合
に
は

最
大
の
拠
出
を
強
い
ら
れ
る
ド
イ
ツ
が
反
発
し
（
２２
）
た
。
し
か
し
、
ギ
リ
シ
ャ
が
財
政
再
建
を
公
約
し
、
ま
た
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
も
支
援
に
参
加
す
る

と
い
っ
た
独
政
府
の
要
求
が
受
け
入
れ
ら
れ
た
こ
と
を
受
け
、
同
国
も
譲
歩
し
、
二
〇
一
〇
年
三
月
二
五
日
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
首
脳
は

ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
実
施
を
決
定
し
た
（
こ
れ
は
相�

互�

の�

借
款
と
い
う
形
態
を
と
る
が
、
三
月
の
時
点
で
額
は
示
さ
れ
な
か
っ
た
）
。
こ
の

合
意
に
基
づ
き
、
四
月
一
一
日
に
は
、
支
援
策
の
概
要
や
実
施
方
法
（
２３
）
が
、
ま
た
、
五
月
二
日
に
は
、
よ
り
詳
細
な
内
容
が
ユ
ー
ロ
圏
首
脳

に
よ
っ
て
取
り
決
め
ら
れ
た
（
な
お
、
こ
れ
ら
の
合
意
の
法
的
根
拠
は
示
さ
れ
て
い
な
い
）
。
そ
れ
に
よ
れ
ば
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
と
Ｉ
Ｍ

Ｆ
の
支
援
は
三
年
計
画
で
実
施
さ
れ
、
総
額
は
一
、
一
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
で
あ
る
。
そ
の
内
訳
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
（
ギ
リ
シ
ャ
を
除
く
一

五
ヶ
国
）
が
八
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
、
ま
た
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
が
三
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
で
あ
る
。
導
入
国
間
で
は
、
欧
州
中
央
銀
行
へ
の
拠
出
金
の
割
合
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に
従
い
分
担
さ
れ
る
が
、
最
大
の
拠
出
国
で
あ
る
ド
イ
ツ
を
例
に
挙
げ
る
と
、
初
年
度
は
約
八
四
億
ユ
ー
ロ
、
ま
た
、
三
年
間
で
総
額
二

二
四
億
ユ
ー
ロ
を
負
担
す
る
。
な
お
、
同
国
は
国
内
金
融
機
関
で
あ
る
復
興
金
融
公
庫
（K

reditanstalt
für
W
ideraufbau

）
を
通
じ
融

資
す
る
。
ギ
リ
シ
ャ
は
年
五
％
の
利
息
を
付
け
、
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
れ
が
不
能
な
場
合
に
備
え
、
ド
イ
ツ
政
府
が
債
務

を
保
証
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
こ
の
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
、
Ｅ
Ｕ
の
措
置
で
は
な
く
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
政
府
間
（
お
よ
び
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
の
取
り
決
め
に
基
づ
い

て
い
る
。
こ
れ
に
従
い
、
個
々
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
支
援
を
実
施
す
る
た
め
に
は
、
国
内
法
の
整
備
が
必
要
と
な
る
（
２４
）
が
、
例
え
ば
、
ド
イ

ツ
は
、「
通
貨
同
盟
内
の
金
融
安
定
に
必
要
な
ギ
リ
シ
ャ
共
和
国
の
支
払
能
力
を
維
持
す
る
た
め
の
保
証
引
受
に
関
す
る
法
律
」（W

FStG

（
２５
）
）

を
制
定
し
て
い
る
。
国
内
法
の
整
備
は
国
内
議
会
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
法
に
関
し
問
題
に
な
る
こ
と
の
多
い
民
主
主
義
原
則

上
の
要
請
は
満
た
さ
れ
（
２６
）
る
。

二

Ｅ
Ｕ
と
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
「
ユ
ー
ロ
防
衛
策
」（
欧
州
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
）

二
〇
一
〇
年
五
月
二
日
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
首
脳
は
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
開
始
を
承
認
し
た
（
２７
）
が
、
市
場
の
不
安
を
払
拭
す
る
に
は
至
ら
ず
、

五
月
六
日
、
ユ
ー
ロ
は
つ
い
に
大
幅
に
反
落
し
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
年
初
来
の
懸
念
が
現
実
化
し
た
が
、
単
一
通
貨
下
落
の
背
景
に
は
、

ア
メ
リ
カ
や
ア
ジ
ア
の
投
資
家
集
団
に
よ
る
「
ユ
ー
ロ
攻
撃
」
が
あ
る
と
さ
れ
（
２８
）
た
。
そ
の
た
め
、
翌
七
日
、
ユ
ー
ロ
圏
首
脳
は
「
狼
の
群

れ
に
対
す
る
ユ
ー
ロ
防
衛
策
」
の
必
要
性
を
確
認
し
、
欧
州
委
員
会
に
検
討
を
要
請
し
た
。
そ
し
て
、
二
日
後
の
九
日
に
は
、
委
員
会
の

提
案
に
基
づ
き
、
異
例
の
ス
ピ
ー
ド
で
、
欧
州
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム（E

uropean
Stabilisation

M
echanism

）が
Ｅ
Ｕ
理
事
会
（E

C
O
FIN
-

C
ouncil

）と
ユ
ー
ロ
圏
首
脳
に
よ
っ
て
採
択
さ
れ
（
２９
）
た
。こ
の
新
し
い
制
度
は
、①
Ｅ�

Ｕ�

に�

よ�

る�

金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム（E

uropean
Financial

Stabilisation
M
echanism

）の
導
入
と
、②
ユ�

ー�

ロ�

導�

入�

国�

に�

よ�

る�

「
特
定
目
的
事
業
体
」（Special

Purpose
V
ehicle/Z

w
eckgesellschaft

）
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の
創
設
を
主
な
柱
と
し
て
い
る
が
、
①
が
第
一
段
階
、
ま
た
、
②
が
第
二
段
階
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
①
で
不
十
分

な
場
合
に
、
②
が
実
施
さ
れ
（
３０
）
る
。
さ
ら
に
、
③
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
参
加
も
期�

待�

さ�

れ�

て�

い�

る�
（
３１
）
が
、
以
下
で
は
、
こ
れ
ら
の
概
略
に
つ
い
て
説
明
す

る
。⑴

Ｅ
Ｕ
の
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム

欧
州
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
第
一
の
柱
に
あ
た
る
「
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
」（E

uropean
Financial

Stabilisation

M
echanism

）
は
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
の
規
則
（regulation

（
３２
）
）
に
基
づ
き
導
入
さ
れ
た
。
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
二
八
八
条
第
二
項
（
Ｅ

Ｃ
条
約
第
二
四
九
条
第
二
項
）
の
意
味
に
お
け
る
「
規
則
」
と
い
う
形
態
が
用
い
ら
れ
て
い
る
た
め
、
同
制
度
は
国
内
法
の
整
備
を
必
要

と
せ
ず
、
加
盟
国
内
で
も
直
接
的
に
適
用
さ
れ
る
（
規
則
第
一
〇
条
参
照
）
。
な
お
、
適
用
期
間
は
限
定
さ
れ
て
い
な
い
。
同
規
則
の
法

的
根
拠
と
し
て
、
理
事
会
は
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
二
項
を
挙
げ
て
い
る
（
そ
の
妥
当
性
に
つ
い
て
、
第
三
章
参

照
）
。

支
援
の
対
象
と
な
る
の
は
、
自
ら
統
制
し
え
な
い
異
常
な
事
態
に
よ
っ
て
重
大
な
経
済
的
な
い
し
財
政
的
困
難
に
直
面
し
て
い
る
か
、

著
し
く
困
難
な
状
況
に
陥
る
可
能
性
が
大
き
い
全�

て�

の�

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
ユ
ー
ロ
危
機
が
深
刻
化
す
る
中
で
採
択
さ
れ
た

制
度
で
あ
る
が
、
支
援
の
対
象
は
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
限
定
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

理
事
会
規
則
第
二
条
第
一
項
に
よ
れ
ば
、
支
援
は
借
款
ま
た
は
ク
レ
ジ
ッ
ト
ラ
イ
ン
（
信
用
与
信
枠
）
と
い
う
形
態
に
よ
る
が
、
そ
の

実
施
は
Ｅ
Ｕ
理
事
会
が
特
定
多
数
決
で
判
断
す
る
（
第
三
条
第
二
項
）
。
ま
た
、
そ
の
決
定
に
基
づ
き
、
欧
州
委
員
会
に
は
、
資
本
市
場

に
お
い
て
、
ま
た
は
金
融
機
関
よ
り
Ｅ
Ｕ
の
名
で
資
金
を
借
り
入
れ
る
権
限
が
与
え
ら
れ
る
（
第
二
条
第
一
項
第
二
款
お
よ
び
第
六
条
第

三
項
（
３３
）
）。
調
達
さ
れ
た
資
金
は
、
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
目
的
で
あ
る
加
盟
国
の
支
援
に
の
み
用
い
る
こ
と
が
で
き
（
第
六
条
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第
三
項
）
、
融
資
を
受
け
た
加
盟
国
は
利
息
を
付
け
て
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
第
四
条
第
一
項
お
よ
び
第
八
条
第
二
項
参
照
）
。

返
済
し
え
な
い
場
合
に
つ
い
て
、
理
事
会
規
則
は
定
め
て
い
な
い
が
、
Ｅ
Ｕ
が
負
担
す
る
も
の
と
解
さ
れ
る
。
そ
の
た
め
、
支
援
な
い
し

外
部
か
ら
の
資
金
借
入
の
規
模
が
重
要
に
な
る
が
、
こ
の
点
に
つ
い
て
も
同
規
則
は
具
体
的
に
定
め
て
い
な
い
。
も
っ
と
も
、
Ｅ
Ｕ
の
財

政
計
画
に
合
致
（
３４
）
し
、
ま
た
、
独
自
の
財
源
の
枠
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
と
規
定
さ
れ
て
い
る
（
第
二
条
第
二
項
）
。
そ
れ
ゆ
え
、
一
般
に
、

上
限
は
六
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
と
解
さ
れ
て
い
（
３５
）
る
。
Ｅ
Ｕ
に
は
こ
の
よ
う
な
制
限
が
課
さ
れ
る
た
め
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
よ
う
に
大
規
模
な
支

援
を
行
う
こ
と
は
容
易
で
は
な
（
３６
）
い
。

⑵

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
「
特
定
目
的
事
業
体
」
の
設
立

他
方
、
（
ギ
リ
シ
ャ
を
含
む
）
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
、
二
〇
一
〇
年
五
月
九
日
、
財
政
難
に
陥
っ
た
ユ
ー
ロ
導
入
国
を
支
援
（
借
款
）
す

る
た
め
、
「
特
定
目
的
事
業
体
」（Special

Purpose
V
ehicle/Z

w
eckgesellschaft

）
を
設
け
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
つ
ま
り
、
あ
る
導
入

国
を
直�

接�

的�

に�

救
済
す
る
の
で
は
な
く
、
事
業
体
を
通
し
、
間�

接�

的�

に�

支
援
す
る
こ
と
を
決
め
た
が
、
こ
れ
は
ユ
ー
ロ
導
入
国
政
府
間
の

合
意
で
あ
る
た
め
、
実
施
に
先
立
ち
、
各
国
は
国
内
法
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
る
。
例
え
ば
、
ド
イ
ツ
は
「
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ

ム
の
枠
内
に
お
け
る
保
証
引
受
に
関
す
る
法
律
」（StabM

echG

（
３７
）
）
を
制
定
し
て
い
る
。

二
〇
一
〇
年
六
月
七
日
、
「
特
定
目
的
事
業
体
」
は
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
法
上
の
ソ
シ
エ
テ
・
ア
ノ
ニ
ム
（Societé

A
nonym

e

）
と

し
て
実
際
に
創
設
さ
れ
、
「
欧
州
金
融
安
定
化
機
構
」（E

uropean
Financial

Stability
Facility

）
と
名
付
け
ら
れ
た
。
存
続
期
間
は
限

定
さ
れ
て
い
な
い
が
、
二
〇
一
三
年
七
月
一
日
以
降
は
、
支
援
計
画
を
新
た
に
設
け
て
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
前
掲
の
Ｅ

Ｕ
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
実
施
期
間
（
三
年
）
に
相
当
す
る
。

Ｅ
Ｕ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
が
全
て
の
加
盟
国
に
適
用
さ
れ
る
の
に
対
し
、
同
機
構
は
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
み
を
対
象
に
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
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ユ
ー
ロ
圏
に
属
す
る
ギ
リ
シ
ャ
が
除
外
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
同
国
に
対
し
て
は
、
す
で
に
特
別
の
支
援
策
が
実
施
さ
れ
て
い

る
た
め
（
前
述
一
参
照
）
、
新
し
い
措
置
は
適
用
さ
れ
な
い
と
解
さ
れ
る
。

支
払
不
能
に
陥
る
危
険
（
３８
）
性
の
あ
る
ユ
ー
ロ
導
入
国
を
支
援
す
る
た
め
、
機
構
に
は
資
本
市
場
で
資
金
を
調
達
す
る
権
限
が
与
え
ら
れ
て

い
る
が
、
そ
の
規
模
は
四
、
四
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
で
あ
る
。
同
機
構
が
借
り
受
け
た
金
銭
は
、
同
率
の
利
子
で
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
貸
与
さ
れ

る
（
３９
）
が
、
そ
れ
に
先
立
ち
、
当
該
導
入
国
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
欧
州
委
員
会
と
共
に
、
ま
た
、
欧
州
中
央
銀
行
の
協
力
を
得
な
が
ら
財
政
計
画
を

作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
こ
の
計
画
は
、
そ
の
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
っ
て
承
認
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（StabM

echG

第
一
条
第
一
項
第
二
文
参
照
）
。

支
援
を
受
け
た
国
は
、
利
息
を
付
け
、
欧
州
金
融
安
定
化
機
構
に
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
そ
れ
が
不
能
と
な
り
、
同
機
構
も

市
場
か
ら
の
借
入
額
を
返
済
し
え
な
く
な
る
場
合
に
備
え
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
機�

構�

の�

債
務
を
保
証
し
て
い
る
。
各
国
の
引
受
額
は
欧
州

中
央
銀
行
へ
の
出
資
割
合
に
応
じ
決
定
さ
れ
る
が
、
ギ
リ
シ
ャ
は
保
証
に
参
加
し
な
い
。
ま
た
、
本
機
構
の
支
援
を
受
け
る
ユ
ー
ロ
導
入

国
も
加
わ
ら
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
、
そ
の
他
の
導
入
国
の
負
担
が
増
え
る
こ
と
に
な
る
。
例
え
ば
、
最
大
の
拠
出
国
で
あ
る
ド
イ
ツ
は
、
ギ

リ
シ
ャ
を
除
く
全
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
欧
州
中
央
銀
行
へ
の
出
資
割
合
（
二
八
パ
ー
セ
ン
ト
）
に
よ
る
と
、
一
二
三
〇
億
ユ
ー
ロ
ま
で
保
証

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
（StabM

echG

第
一
条
第
一
項
第
一
文
）
、
さ
ら
に
同
額
の
二
〇
パ
ー
セ
ン
ト
ま
で
負
担
を
増
や
す
こ
と
が
で

き
る
（
第
六
項
（
４０
）
）。

な
お
、
専
ら
ギ
リ
シ
ャ
支
援
を
目
的
と
し
た
ユ
ー
ロ
導
入
国
間
の
措
置
（
前
述
⑴
）
で
は
、
「
目
的
事
業
体
」
は
設
け
ら
れ
て
い
な
い
。

こ
れ
に
対
し
、
「
ユ
ー
ロ
防
衛
策
」
の
枠
組
み
で
は
創
設
さ
れ
、
そ
れ
を
通
じ
て
支
援
が
行
わ
れ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
債
権
・
債
務
関
係
は

ユ
ー
ロ
導
入
国
と
「
事
業
体
」
の
間
に
生
じ
、
導
入
国
相
互
間
に
は
生
じ
な
い
が
、
こ
れ
は
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
三
条
お

よ
び
第
一
二
五
条
第
一
項
違
反
を
回
避
す
る
た
め
と
解
さ
れ
る
（
第
二
章
四
参
照
（
４１
）
）。
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⑶

両
施
策
の
関
係
と
Ｉ
Ｍ
Ｆ
に
よ
る
支
援

欧
州
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
で
は
、
ま
ず
Ｅ
Ｕ
の
金
融
安
定
化
制
度
が
適
用
さ
れ
、
そ
れ
で
は
不
十
分
な
場
合
に
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
設

け
た
「
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
金
融
安
定
化
機
構
」
が
融
資
す
る
（StabM

echG

第
一
条
第
二
項
参
照
）
。
さ
ら
に
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
支
援
も
期�

待�

さ�

れ�

て�

お�

り�

（
規
模
は
最
大
二
、
五
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
）
、
全
体
の
規
模
は
七
、
五
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
に
達
す
る
（
４２
）
が
、
二
〇
一
〇
年
七
月
の
時
点
に
お

い
て
、
こ
れ
ら
の
支
援
は
い
ず
れ
も
実
施
さ
れ
て
い
な
い
。

三

小
括

短
期
間
の
内
に
相
次
い
で
導
入
さ
れ
た
一
連
の
措
置
の
中
で
、
最
初
に
設
け
ら
れ
た
の
は
、
ユ�

ー�

ロ�

導�

入�

国�

に�

よ�

る�

ギ
リ
シ
ャ
支
援
策

で
あ
る
が
、
後
に
そ
の
範
囲
は
拡
大
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
ギ
リ
シ
ャ
だ
け
で
は
な
く
、
全
て
の
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
が
対
象
に
含
ま
れ
る
よ

う
に
な
っ
た
。
そ
れ
に
伴
い
、
財
政
規
模
も
一
、
一
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
か
ら
七
、
五
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
（
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
負
担
に
限
定
す
る

と
、
八
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
か
ら
四
、
四
〇
〇
億
ユ
ー
ロ
）
に
増
え
て
い
る
が
、
小
規
模
な
ギ
リ
シ
ャ
支
援
で
危
機
が
収
ま
れ
ば
、
大
規
模
な

「
ユ
ー
ロ
防
衛
策
」
の
運
用
は
不
要
と
な
る
。
さ
ら
に
、
支
援
の
方
法
も
変
更
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第

一
二
五
条
違
反
を
回
避
す
る
た
め
と
解
さ
れ
（
４３
）
る
（
こ
の
点
に
つ
い
て
、
第
二
章
四
参
照
）
。

一
連
の
危
機
対
策
を
通
じ
、
Ｅ
Ｕ
法
体
系
は
複
雑
に
な
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
Ｅ
Ｕ
の
措
置
で
あ
る
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
は

全
て
の
加
盟
国
を
対
象
に
し
て
い
る
が
、
ユ
ー
ロ
を
導
入
し
て
い�

な�

い�

加
盟
国
に
対
す
る
支
援
策
は
、
す
で
に
設
け
ら
れ
、
か
つ
、
実
施

さ
れ
て
い
る
た
（
４４
）
め
、
こ
れ
ら
の
国
に
対
し
て
は
、
今
後
も
そ
れ
が
適
用
さ
れ
る
と
解
さ
れ
る
（
理
事
会
規
則
第
四
〇
七
／
二
〇
一
〇
号
第

一
条
参
照
）
。
他
方
、
「
ユ
ー
ロ
防
衛
策
」
の
第
二
段
階
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
対
し
て
の
み
適
用
さ
れ
る
こ
と
や
、
第
一
段
階
の
導
入

の
経
緯
を
考
慮
す
る
な
ら
ば
、
第
一
段
階
も
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
対
し
て
の
み
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
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二
〇
一
〇
年
七
月
の
段
階
で
、
支
援
は
ギ
リ
シ
ャ
に
対
し
て
の
み
実
施
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
Ｅ
Ｕ
で
は
な
く
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
の

措
置
で
あ
る
が
、
財
政
上
の
制
約
に
よ
り
（
前
述
二
⑴
参
照
）
、
Ｅ
Ｕ
が
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
代
わ
る
こ
と
は
困
難
と
解
さ
れ
る
。
な
お
、

支
援
者
が
Ｅ
Ｕ
で
あ
る
か
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
で
あ
る
か
、
ま
た
、
支
援
の
対
象
が
ギ
リ
シ
ャ
で
あ
る
か
、
そ
の
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
で
あ

る
か
に
よ
っ
て
Ｅ
Ｕ
法
の
適
用
が
異
な
る
。
例
え
ば
、
Ｅ
Ｕ
の
措
置
の
根
拠
条
文
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第

二
項
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
支
援
の
根
拠
条
文
に
は
な
り
え
な
い
（
第
二
章
三
参
照
）
。
ま
た
、
同
項

の
要
件
（
加
盟
国
が
統
制
し
え
な
い
異
常
事
態
）
の
充
足
に
関
し
、
ギ
リ
シ
ャ
と
そ
の
他
の
加
盟
国
で
は
違
い
が
生
じ
る
と
考
え
ら
れ
る

（
第
三
章
一
参
照
）
。第

二
章

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
法
上
の
問
題

前
章
で
説
明
し
た
よ
う
に
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
、
専
ら
ギ
リ
シ
ャ
を
対
象
に
し
た
措
置
と
、
そ
の
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
を
も
対
象
に
し

た
施
策
を
設
け
て
い
る
。
後
者
は
、
特
に
、
欧
州
金
融
安
定
化
機
構
（E

uropean
Financial

Stability
Facility

）
を
創
設
し
、
そ
れ
を
通

じ
て
支
援
を
行
う
点
で
前
者
と
異
な
る
が
、
こ
れ
に
特
有
の
問
題
を
除
け
ば
（
後
述
四
⑸
参
照
）
、
Ｅ
Ｕ
法
上
の
論
点
は
共
通
し
て
い
る
。

論
述
を
簡
素
に
す
る
た
め
、
以
下
で
は
、
前
者
に
焦
点
を
当
て
考
察
す
る
。
な
お
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
適
法
性
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
国

内
法
の
観
点
か
ら
も
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
考
察
は
他
稿
に
譲
（
４５
）
り
、
本
稿
で
は
Ｅ
Ｕ
法
と
の
整
合
性
に
対
象
を
限
定
す
る
。

一

Ｅ
Ｕ
条
約
第
三
条
第
一
項
お
よ
び
第
五
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
五
条
第
一
項
）

Ｅ
Ｕ
は
加
盟
国
よ
り
委
譲
さ
れ
、
基
本
諸
条
約
内
で
掲
げ
ら
れ
た
権
限
の
み
を
行
使
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
を
個
別
的
授
権
の
原
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則
と
呼
ぶ
が
（
Ｅ
Ｕ
条
約
第
五
条
第
一
項
第
一
文
お
よ
び
第
二
項
、
Ｅ
Ｃ
条
約
第
五
条
第
一
項
参
照
）
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
対
し
て
は
適

用
さ
れ
な
い
。
つ
ま
り
、
Ｅ
Ｕ
と
は
異
な
り
、
加
盟
国
は
、
あ
る
措
置
（
本
稿
で
考
察
す
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
を
含
む
）
の
発
動
に
際
し
、

基
本
諸
条
約
内
に
根
拠
を
見
出
す
必
要
は
な
い
。
な
お
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
法
的
根
拠
を
示
し
て
い
な
い
（
第
一
章
一

参
照
）
。
た
だ
し
、
加
盟
国
か
ら
Ｅ
Ｕ
に
権
限
が
委
譲
さ
れ
て
い
る
場
合
、
加
盟
国
の
行
動
は
Ｅ
Ｕ
法
に
よ
っ
て
制
約
さ
れ
る
た
め
、
注

意
が
必
要
で
あ
る
。
例
え
ば
、
通�

貨�

政
策
に
関
す
る
権
限
は
加
盟
国
か
ら
Ｅ
Ｕ
に
委
譲
さ
れ
て
お
り
、
Ｅ
Ｕ
の
権
限
は
排
他
的
と
さ
れ
て

い
る
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
三
条
第
一
項
）
。
そ
の
た
め
、
加
盟
国
は
も
は
や
権
限
を
行
使
し
え
な
い
。
し
か
し
、
ギ
リ
シ
ャ

支
援
に
関
わ
る
よ
う
な
権
限
（
借
款
な
い
し
保
証
）
ま
で
Ｅ
Ｕ
に
排
他
的
に
委
譲
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
（
４６
）
い
。
ま
た
、
第
一
二
五
条
第

一
項
は
、
複
数
の
加
盟
国
が
共
同
で
実
施
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
、
加
盟
国
が
相
互
に
財
政
保
証
を
行
う
こ
と
を
認
め
て
い
る
が（
後

述
四
参
照
）
、
こ
れ
は
Ｅ
Ｕ
の
権
限
の
排
他
性
に
よ
っ
て
加
盟
国
の
行
動
が
禁
止
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
な
お
、

そ
も
そ
も
ギ
リ
シ
ャ
へ
の
財
政
支
援
は
通�

貨�

政
策
で
は
な
く
、
経�

済�

政
策
（
な
い
し
加
盟
国
の
観
点
か
ら
す
る
な
ら
ば
、
外�

交�

政
（
４７
）
策
）
と

し
て
の
性
質
を
有
す
（
４８
）
る
。
経
済
政
策
の
分
野
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｕ
は
排
他
的
な
権
限
を
有
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
問
題
は
生
じ
な

い
。

二

Ｅ
Ｕ
条
約
第
四
条
第
三
項
第
三
款

Ｅ
Ｕ
法
は
、
Ｅ
Ｕ
や
諸
機
関
の
行
動
だ
け
で
は
な
く
、
加
盟
国
の
措
置
も
規
制
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
Ｅ
Ｕ
条
約
第
四
条
第
三
項
第
三

款
は
、
加
盟
国
は
Ｅ
Ｕ
の
目
的
を
阻
害
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
措
置
を
講
じ
て
は
な
ら
な
い
と
定
め
る
。
Ｅ
Ｕ
の
目
的
は
Ｅ
Ｕ
条
約
第
三
条

で
列
記
さ
れ
て
い
る
が
、
欧
州
統
合
史
上
、
最
大
の
危
機
克
服
に
必
要
な
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
こ
れ
に
反
し
な
い
ど
こ
ろ
か
、
む
し
ろ
、
①

Ｅ
Ｕ
内
に
お
け
る
社
会
的
・
地
理
的
一
体
性
の
強
化
、
②
加
盟
国
間
の
連
帯
性
の
向
上
、
③
物
価
の
安
定
や
④
ユ
ー
ロ
の
導
入
と
い
う
目
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的
に
合
致
す
（
４９
）
る
。
な
お
、
詳
し
く
は
後
述
す
る
が
、
Ｅ
Ｕ
法
は
、
加
盟
国
は
自
ら
の
財
政
に
つ
い
て
単
独
で
責
任
を
負
う
と
い
う
原
則（
財

政
単
独
責
任
主
義
）
に
立
脚
し
、
ま
た
、
財
政
健
全
化
を
加
盟
国
に
義
務
付
け
て
い
る
（
後
述
三
お
よ
び
四
参
照
）
。
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は

こ
れ
に
合
致
し
て
い
な
い
が
、
Ｅ
Ｕ
の
目
的
に
反
す
る
わ
け
で
は
な
い
。

三

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
二
項
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
〇
条
第
二
項
）

と
こ
ろ
で
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
二
（
５０
）
項
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
〇
条
第
二
項
）
に
よ
れ
ば
、
自
然
災
害
や
（
そ
の

他
の
）
自
ら
統
制
し
え
な
い
異
常
な
事
態
に
よ
っ
て
加
盟
（
５１
）
国
が
困
難
な
状
況
に
陥
っ
て
い
る
か
、
著
し
く
困
難
な
状
況
に
陥
る
可
能
性
が

大
き
い
場
合
、
Ｅ�

Ｕ�

理�

事�

会�

は�

当
該
加
盟
国
に
対
す
る
財
政
支
援
の
実
施
を
決
定
し
う
る
。
同
規
定
は
Ｅ
Ｕ
の
権
限
に
つ
い
て
の
み
定
め

て
い
る
が
、
そ
れ
ゆ
え
、
加
盟
国
な
い
し
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
権
限
は
否
定
さ
れ
る
と
解
す
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。
ま
た
は
、
Ｅ
Ｕ
の
措
置
は

同
規
定
の
要
件
（
第
三
章
参
照
）
を
充
足
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
加
盟
国
は
そ
れ
に
拘
束
さ
れ
ず
に
、
支
援
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。

財
政
支
援
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
の
権
限
は
排
他
的
で
は
な
い
こ
と
を
考
慮
す
れ
ば
（
前
述
二
参
照
）
、
加
盟
国
は
自
ら
の
権
限
を
行
使
し
、

独
自
の
措
置
を
発
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
た
だ
し
、
Ｅ
Ｕ
の
措
置
の
実
効
性
を
害
し
て
は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
Ｅ
Ｕ

法
は
、加
盟
国
は
単�

独�

で�

自
ら
の
財
政
に
つ
い
て
責
任
を
負
う
と
い
う
考
え
（
財
政
単
独
責
任
主
義
）
に
立
脚
し
て
お
り
（
後
述
四
参
照
）、

そ
れ
ゆ
え
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
支
援
は
、
自
然
災
害
や
加
盟
国
が
統
制
し
え
な
い
（
そ
の
他
の
）
異
常
な
事
態
に
際
し
、
例�

外�

的�

に�

認
め
ら
れ

る
に
過
ぎ
な
い
と
い
う
第
一
二
二
条
第
二
項
の
趣
旨
を
尊
重
す
る
必
要
が
あ
る
（
第
三
章
一
参
照
）
。
つ
ま
り
、
同
項
は
加
盟
国
に
対
す

る
支
援
が
可
能
で
あ
る
と
定
め
る
が
、
こ
れ
は
自
然
災
害
や
そ
の
他
の
異
常
な
事
態
に
際
し
て
の
み
許
さ
れ
る
こ
と
を
明
確
に
し
て
い
る

点
が
む
し
ろ
重
要
で
あ
る
。
こ
の
要
件
が
満
た
さ
れ
な
い
た
め
、
Ｅ
Ｕ
は
行
動
し
え
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
加
盟
国
が
他
の
加
盟
国
を
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支
援
し
う
る
と
す
れ
ば
、
財
政
単
独
責
任
主
義
は
骨
抜
き
に
な
り
、
ま
た
、
第
一
二
二
条
第
二
項
の
意
義
も
失
わ
れ
る
。

ギ
リ
シ
ャ
の
財
政
危
機
は
、
二
〇
〇
八
年
秋
以
降
の
世
界
経
済
・
金
融
危
機
の
影
響
も
排
除
し
え
な
い
と
は
い
え
、
長
年
に
亘
る
緩
慢

な
財
政
規
律
や
負
債
の
隠
蔽
、
そ
れ
に
基
づ
く
市
場
か
ら
の
資
金
調
達
の
困
難
化
、
ま
た
、
近
年
に
お
け
る
公
務
員
給
与
や
社
会
保
障
費

の
増
加
に
起
因
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
危
機
は
同
国
が
統
制
し
え
な
い
異
常
事
態
（
の
み
）
を
原
因
と
し
て
お
ら
ず
（
第
三
章
一
参
照
）
、

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
支
援
は
前
述
し
た
第
一
二
二
条
第
二
項
の
趣
旨
に
反
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
特
に
、
同
規
定
の
要
件
が
充
足
さ
れ

ず
、
Ｅ�

Ｕ�

が�

行
動
し
え
な
い
こ
と
を
迂�

回�

す
る
た
め
、
加
盟
国
に
よ
る
救
済
と
い
う
方
法
が
用
い
ら
れ
る
の
は
許
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
。

四

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
五
条
第
一
項
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
三
条
第
一
項
）

⑴

他
の
加
盟
国
の
債
務
引
受
の
禁
止

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
と
Ｅ
Ｕ
法
の
整
合
性
に
つ
い
て
検
討
す
る
上
で
最
も
重
要
な
規
定
は
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条

約
第
一
二
五
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
三
条
）
で
あ
る
が
、
こ
の
規
定
は
以
下
の
よ
う
に
定
め
（
５２
）
る
。

１

Ｅ
Ｕ
は
加
盟
国
の
中
央
政
府
、
地
方
、
地
域
ま
た
は
そ
の
他
の
当
局
、
他
の
公
法
上
の
組
織
ま
た
は
公
的
企
業
の
債
務
に
つ
い
て

責
任
を
負
わ
ず
、
ま
た
、
そ
の
よ
う
な
債
務
を
引
き
受
け
な
（
５３
）
い
。
た
だ
し
、
共
同
で
実
施
さ
れ
る
特
定
の
事
業
に
関
し
、
相
互
に
財

政
保
証
を
行
う
こ
と
を
妨
げ
な
い
。
加
盟
国
は
他
の
加
盟
国
の
中
央
政
府
、
地
方
、
地
域
ま
た
は
そ
の
他
の
当
局
、
他
の
公
法
上
の

組
織
ま
た
は
公
的
企
業
の
債
務
に
つ
い
て
責
任
を
負
わ
ず
、
ま
た
、
そ
の
よ
う
な
債
務
を
引
き
受
け
な
い
。
た
だ
し
、
共
同
で
実
施

さ
れ
る
特
定
の
事
業
に
関
し
、
相
互
に
財
政
保
証
を
行
う
こ
と
を
妨
げ
な
い
。

２

理
事
会
は
必
要
に
応
じ
、
委
員
会
の
提
案
を
受
け
、
欧
州
議
会
の
見
解
を
聴
取
し
た
後
、
第
一
二
三
条
、
第
一
二
四
条
お
よ
び
本
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条
が
定
め
る
禁
止
の
適
用
に
つ
い
て
詳
細
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
（
５４
）
る
。

こ
の
条
文
拙
訳
が
示
す
よ
う
に
、
第
一
項
は
、
Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
は
他
の
加
盟
国
の
債
務
に
つ
い
て
責
任
を
負
わ
な
い
と
定
め
る

（
５５
）
が
、
第

二
項
を
考
慮
す
る
と
、
単
に
他
の
加
盟
国
の
債
務
に
つ
い
て
責
任
を
負
わ
な
い
だ
け
で
は
な
く
、
負
う
こ
と
が
禁�

止�

さ
れ
る
と
解
さ
れ
（
５６
）
る
。

こ
れ
に
対
し
、
第
一
二
三
条
や
第
一
二
四
（
５７
）
条
と
は
違
い
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は
「
禁
止
さ
れ
る
」
と
明
瞭
に
定
め
て
い
る
わ
け
で
は
な

い
た
め
、
そ
の
よ
う
に
解
釈
す
べ
き
で
は
な
い
と
考
え
る
こ
と
も
で
き
よ
（
５８
）
う
。
確
か
に
、
各
規
定
の
文
言
の
違
い
を
重
視
す
る
な
ら
ば
、

そ
の
よ
う
に
捉
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
が
、
第
一
二
五
条
第
二
項
を
併
せ
て
検
討
す
る
と
、
債
務
の
引
受
は
禁�

止�

さ�

れ�

る�

と
解
釈
す
べ
き
で

あ
る
。
な
お
、
ニ
ー
ス
条
約
制
定
の
際
に
採
択
さ
れ
た
宣
言
の
ド
イ
ツ
語
版
で
は
、
こ
の
「
禁
止
」
が
明
確
に
謳
わ
れ
て
い
る
（
５９
）
が
、
ど
ち

ら
の
立
場
に
よ
る
に
せ
よ
、
実
務
上
（
少
な
く
と
も
、
本
稿
で
考
察
す
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
つ
い
て
は
）
、
大
差
は
生
じ
な
い
。
争
点
は
、

第
一
項
の
対
象
な
い
し
同
項
に
よ
っ
て
禁
止
さ
れ
る
も
の
に
何
が
含
ま
れ
る
か
で
あ
る
（
後
述
⑵
参
照
）
。

と
こ
ろ
で
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は
、
Ｅ
Ｕ
の
行
為
だ
け
で
は
な
く
、
加
盟
国
の
行
為
を
も
明�

瞭�

に�

規
制
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
Ｅ
Ｕ

だ
け
で
は
な
く
、
個
々
の
加
盟
国
も
他
の
加
盟
国
の
債
務
に
つ
い
て
責
任
を
負
わ
な
い
と
定
め
る
。
そ
の
た
め
、
加
盟
国
（
厳
密
に
は
、

ユ
ー
ロ
導
入
国
）
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
こ
の
規
定
に
服
す
る
。
な
お
、
支
援
は
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
政
府
（
お
よ
び
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
間
で
決

定
さ
れ
、
導
入
国
（
お
よ
び
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
間
の
措
置
と
し
て
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
ゆ
え
に
第
一
二
五
条
第
一
項
の
適
用
が
否
定
さ
れ

る
わ
け
で
は
な
（
６０
）
い
。
そ
う
で
は
な
い
と
す
れ
ば
、
加
盟
国
は
政
府
間
の
決
定
・
措
置
と
い
う
形
式
を
用
い
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
Ｅ
Ｕ
法
上

の
義
務
を
免
れ
る
と
い
っ
た
不
都
合
が
生
じ
る
。

第
一
二
五
条
第
一
項
が
他
の
加
盟
国
の
債
務
の
引
受
を
禁
止
す
る
趣
旨
は
、
あ
る
加
盟
国
の
債
権
者
は
Ｅ
Ｕ
や
そ
の
他
の
加
盟
国
に
債

務
の
履
行
を
請
求
し
え
な
い
こ
と
を
明
確
に
す
る
点
に
あ
（
６１
）
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
ギ
リ
シ
ャ
の
債
権
者
は
Ｅ
Ｕ
や
そ
の
他
の
加
盟
国
に
対
し
、



平成法政研究 第１５巻第１号 14

債
務
の
保
証
を
求
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
な
お
、
現
在
の
状
況
下
に
お
い
て
、
こ
の
よ
う
な
実
務
は
行
わ
れ
て
い
な
い
。
ま
た
、
ユ
ー

ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
も
、
ギ
リ
シ
ャ
の
債
務
を
引
き
受
け
る
も
の
で
は
な
い
。

⑵

債
務
引
受
以
外
の
方
法
に
よ
る
財
政
支
援
の
許
容
性

と
こ
ろ
で
、
第
一
二
五
条
第
一
項
が
債
務
の
引
受
を
禁
止
し
て
い
る
の
は
、
上
述
し
た
理
由
の
他
に
、
加
盟
国
は
単�

独�

で�

自
ら
の
財
政

に
責
任
を
持
た
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
と
説
明
さ
れ
て
い
る
（
財
政
単
独
責
任
主
義
（
６２
）
）。
つ
ま
り
、
加
盟
国
は
Ｅ
Ｕ
や
他
の
加
盟
国
に

よ
る
債
務
引
受
を
当
て
に
し
て
は
な
ら
な
い
が
、
他
の
加
盟
国
に
頼
る
よ
う
な
事
態
の
発
生
を
防
止
す
る
た
め
、
予
め
債
務
の
引
受
を
禁

止
し
て
い
る
と
さ
れ
る
。
ま
た
、
Ｅ
Ｕ
法
は
、
単
一
通
貨
ユ
ー
ロ
を
安
定
さ
せ
る
た
め
、
加
盟
国
の
過
剰
な
財
政
赤
字
を
規
制
し
て
い
る
（
６３
）
が
、

第
一
二
五
条
は
こ
の
制
度
の
一
部
を
な
し
て
い
る
と
さ
れ
る
。
つ
ま
り
、
Ｅ
Ｕ
や
他
の
加
盟
国
に
よ
る
支
援
が
認
め
ら
れ
、
そ
れ
に
頼
る

こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
加
盟
国
は
財
政
健
全
化
を
怠
る
よ
う
に
な
る
た
め
、
第
一
二
五
条
は
債
務
引
受
を
禁
止
し
て
い
る
と
解

さ
れ
て
い
（
６４
）
る
。

さ
ら
に
、
第
一
二
三
条
や
第
一
二
四
条
に
並
び
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は
加
盟
国
に
財
政
健
全
化
を
促
す
こ
と
を
目
的
と
し
て

お
り
、
こ
の
観
点
か
ら
債
券
市
場
に
お
け
る
資
金
の
調
達
を
市
場
原
理
に
完
全
に
委
ね
て
い
る
と
さ
れ
（
６５
）
る
。
つ
ま
り
、
債
務
の
増

加
は
公
債
の
金
利
を
上
昇
さ
せ
る
た
め
、
加
盟
国
は
過
度
の
財
政
赤
字
の
発
生
を
防
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
と
説
明
さ
れ

て
い
（
６６
）
る
。
も
っ
と
も
、
財
政
赤
字
の
増
加
が
国
債
の
利
率
を
上
昇
さ
せ
る
と
は
限
ら
な
い
。
逆
に
、
財
務
状
況
が
悪
化
し
て
い
な

い
に
も
拘
わ
ら
ず
、
市
場
か
ら
の
資
金
調
達
が
困
難
に
な
る
場
合
も
あ
（
６７
）
る
。
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こ
の
よ
う
に
考
え
る
な
ら
ば
、
Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
が
財
政
難
に
陥
っ
た
他
の
加
盟
国
の
債
務
を
引
き
受
け
る
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
他
の

方
法
で
支
援
す
る
こ
と
も
禁
止
さ
れ
よ
う
。
ド
イ
ツ
で
は
一
般
に
そ
の
よ
う
に
解
釈
さ
れ
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は“N

o
B
ail-out

rule”
（R

ettungsaktionverbot-N
orm

）
と
呼
ば
れ
て
い
（
６８
）
る
。
な
お
、
こ
の
表
現
は
、
ニ
ー
ス
条
約
の
制
定
に
際
し
採
択
さ
れ
た
第
六
宣
言
で

も
正
式
に
用
い
ら
れ
て
お
り
、
第
一
二
五
条
の
趣
旨
に
合
致
し
て
い
る
と
解
さ
れ
る
。

こ
れ
に
対
し
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
ギ
リ
シ
ャ
の
債
務
を
引
き
受
け
る
の
で
は
な
く
、
同
国
へ
の
融
資
と
い
う
方
法

で
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
よ
う
な
形
態
の
支
援
は
第
一
二
五
条
第
一
項
に
違
反
し
な
い
と
い
う
見
解
が
主
張
さ
れ
て
い
（
６９
）
る
。
ま
た
、

ギ
リ
シ
ャ
は
利
息
を
付
け
て
返
済
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
あ
る
一
定
の
条
件
の
も
と
に
貸
与
さ
れ
て
い
る
た
め
、
第
一
四
三
条
お
よ
び
第

一
四
四
条
所
定
の
支
援
に
相
当
す
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
後
述
六
参
照
（
７０
）
）。
も
っ
と
も
、
両
規
定
は
ユ
ー
ロ
圏
に
属�

し�

な�

い�

加
盟
国
へ

の
支
援
を
認
め
て
い
る
に
過
ぎ
ず
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
意
図
的
に
適
用
範
囲
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
（
７１
）
る
。
ま
た
、
確
か
に
、
第
一
二
五
条
第

一
項
が
明
文
で
禁
止
し
て
い
る
の
は
債
務
の
引
受
の
み
で
あ
る
が
、
借
款
や
信
用
供
与
な
ど
、
そ
の
他
の
形
態
に
よ
る
財
政
支
援
が
許
さ

れ
る
と
す
れ
ば
、
同
規
定
は
形
骸
化
す
る
。

⑶

自
主
的
な
支
援
の
許
容
性

前
述
し
た
よ
う
に
、
第
一
二
五
条
第
一
項
の
趣
旨
は
、
あ
る
加
盟
国
が
他
の
加
盟
国
の
財
政
支
援
を
あ
て
に
し
た
り
、
あ
る
加
盟
国
の

債
権
者
が
他
の
加
盟
国
に
保
証
を
求
め
る
こ
と
を
禁
止
す
る
点
に
あ
る
が
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
よ
う
に
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
ギ
リ
シ
ャ
を

自�

主�

的�

に�

支
援
す
る
こ
と
も
第
一
二
五
条
第
一
項
に
よ
っ
て
禁
止
さ
れ
る
で
あ
ろ
う
か
。
ド
イ
ツ
政
府
は
、
自
主
的
に
な
さ
れ
る
も
の
で

あ
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
法
に
違
反
し
な
い
と
捉
え
て
お
（
７２
）
り
、
学
説
の
中
に
も
同
旨
の
見
解
が
あ
（
７３
）
る
。

こ
れ
に
対
し
、
自
主
的
な
支
援
が
許
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
財
政
を
健
全
に
保
つ
義
務
の
履
行
を
怠
り
（
第
一
二
六
条
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参
照
）、
こ
れ
を
確
保
す
る
第
一
二
五
条
の
意
義
が
失
わ
れ
る
と
す
る
見
解
も
有
力
に
主
張
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
第
一
二
五
条
は
財

政
健
全
化
の
要
請
に
貢
献
す
べ
き
規
定
で
あ
る
が
、
支
援
が
許
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
こ
の
要
請
は
骨
抜
き
に
な
る
た
め
、
自
主
的
な
支
援

も
禁
止
さ
れ
る
と
す
（
７４
）
る
。
ま
た
、
加
盟
国
は
Ｅ
Ｕ
法
の
実
効
性
を
害
す
る
措
置
を
講
じ
て
は
な
ら
な
い
た
（
７５
）
め
、
自
主
的
な
形
で
あ
れ
、
他

の
加
盟
国
を
支
援
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
と
す
る
。
さ
ら
に
、
第
一
二
五
条
の
立
法
資
料
よ
り
、
自
主
的
な
支
援
も
禁
止
さ
れ
る
こ
と

が
導
か
れ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
条
約
の
制
定
過
程
に
お
い
て
、
当
時
の
理
事
会
議
長
国
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
は
、

Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
の
責
任
を
否
定
す
る
一
方
で
、
他
の
加
盟
国
が
任
意
に
債
務
を
引
き
受
け
る
こ
と
は
禁
止
さ
れ
な
い
と
す
る
案
を
提
出
し

た
（
７６
）
が
、
採
択
さ
れ
な
か
っ
た
。
こ
の
こ
と
よ
り
、
加
盟
国
は
問
題
を
認
識
し
、
議
論
し
た
上
で
、
任
意
の
債
務
引
受
に
反
対
の
立
場
を
採

用
し
た
と
説
明
さ
れ
て
い
（
７７
）
る
。

上
掲
の
立
法
趣
旨
を
考
慮
す
れ
ば
、
自
主
的
で
あ
れ
、
他
の
加
盟
国
の
債
務
を
引
き
受
け
た
り
、
そ
の
他
の
方
法
で
財
政
支
援
を
行
う

こ
と
は
禁
止
さ
れ
る
と
解
さ
れ
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
第
一
二
五
条
第
一
項
に
反
す
る
。
な

お
、
個
々
の
規
定
の
解
釈
・
適
用
に
際
し
、
立
法
趣
旨
な
い
し
歴
史
的
解
釈
が
最
も
重
要
で
あ
る
わ
け
で
は
な
（
７８
）
い
。
ま
た
、
第
一
二
五
条

第
一
項
は
自
主
的
な
支
援
を
明
瞭
に
禁
止
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
こ
れ
を
認
め
る
に
し
て
も
、
明
文
の
規
定
に
違
反
す
る
わ
け

で
は
な
い
。
も
っ
と
も
、
加
盟
国
に
財
政
健
全
化
を
義
務
付
け
、
こ
れ
を
確
保
す
る
Ｅ
Ｕ
法
制
度
全�

体�

の�

趣
旨
も
適
切
に
考
慮
さ
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
よ
り
自
主
的
な
支
援
の
禁
止
が
導
か
れ
る
。

⑷

相
互
保
証
の
許
容
性

上
述
し
た
よ
う
に
、
債
務
引
受
以
外
の
形
態
に
よ
る
も
の
で
あ
れ
、
ま
た
、
自
主
的
に
な
さ
れ
る
も
の
で
あ
れ
、
他
の
加
盟
国
に
対
す

る
財
政
支
援
は
第
一
二
五
条
第
一
項
の
趣
旨
に
合
致
し
な
い
と
解
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
同
項
は
、
加
盟
国
間
の
共
同
事
業
よ
り
生
じ
る
債
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務
に
つ
い
て
、
加
盟
国
が
相�

互�

に�

保
証
す
る
こ
と
を
認
め
る
。
想
定
さ
れ
て
い
る
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
は
、
例
え
ば
、
英
仏
間
の

海
峡
ト
ン
ネ
ル
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
、
デ
ン
マ
ー
ク
・
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
間
の
橋
架
工
事
が
挙
げ
ら
れ
（
７９
）
る
。
こ
れ
に
対
し
、
現
在
、
ユ
ー
ロ

導
入
国
が
共
同
で
実
施
し
て
い
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
、
例
示
し
た
よ
う
な
事
業
の
実
施
を
目
的
と
し
て
い
な
い
。
ま
た
、
支
援
が
開
始
さ

れ
る
前
か
ら
ギ
リ
シ
ャ
は
債
務
を
負
っ
て
お
り
、
こ
れ
は
共
同
計
画
の
実
施
よ
り
生
じ
て
い
る
わ
け
で
は
な
（
８０
）
い
。
相
互
保
証
が
財
政
単
独

責
任
主
義
に
対
す
る
例
外
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
す
れ
ば
、
そ
の
適
用
範
囲
は
狭
く
す
べ
き
で
あ
り
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
を
含
め
る
の
は
適
切

で
は
な
い
。

な
お
、
ギ
リ
シ
ャ
が
他
の
加
盟
国
を
支
援
す
る
こ
と
は
な
い
た
め
、
相�

互�

の�

保
証
な
い
し
支
援
と
い
う
実
体
は
存
在
し
な
い
（
８１
）
が
、
Ｅ
Ｕ

法
は
、
一�

方�

的�

な�

支
援
と
解
さ
れ
る
も
の
で
あ
（
８２
）
れ
、
加
盟
国
か
ら
加
盟
国
に
対
す
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
相
互
保
証
・
支
援
と
し
て
扱
っ
て

い
る
と
解
さ
れ
る
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
四
三
条
第
二
項
第
ｃ
号
、
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
一
九
条
第
二
項
第
ｃ
号
（
８３
）
）。
こ
れ
に
対

し
、
Ｅ
Ｕ
が
加
盟
国
を
支
援
す
る
こ
と
は
相
互
保
証
に
は
あ
た
ら
な
い
。

と
こ
ろ
で
、
第
一
二
五
条
第
一
項
が
認
め
る
相
互
保
証
は
、
実
施
期
間
や
規
模
が
特
定
さ
れ
て
い
る
、
一
回
限
り
の
共
同
事
業
に
つ
い

て
の
み
適
用
さ
れ
る
が
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
こ
れ
に
該
当
し
な
い
と
い
う
学
説
も
主
張
さ
れ
て
い
（
８４
）
る
。
し
か
し
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は

こ
の
よ
う
な
要
件
を
設
け
て
い
な
い
。
ま
た
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
実
施
期
間
や
規
模
は
特
定
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
一
回
限
り
の
支
援
で

あ
れ
ば
、
厳
密
な
意
味
で
の
相
互
性
は
、
さ
ら
に
弱
ま
る
。

⑸

「
特
定
目
的
事
業
体
」
を
介
在
さ
せ
た
支
援
の
適
法
性

「
ユ
ー
ロ
防
衛
策
」
の
一
環
と
し
て
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
特
定
目
的
事
業
体
（
欧
州
金
融
安
定
化
機
構
）
を
設
立
し
、
そ
れ
を
通
じ
た

支
援
を
計
画
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
同
事
業
体
に
は
市
場
よ
り
資
金
を
調
達
し
、
危
機
に
直
面
し
た
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
貸
与
す
る
権
限
が
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与
え
ら
れ
て
い
る
が
、
借
り
受
け
た
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
返
済
で
き
な
い
と
き
は
、
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
負
担
す
る
。
こ
の
よ
う
に
、
事

業
体
を
介
在
さ
せ
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
直�

接�

的�

な�

支
援
（
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
他
の
導
入
国
の
債
務
を
直
接
、
保
証
す
る
）
と
い
う
形

式
が
用
い
ら
れ
て
い
な
い
の
は
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
五
条
第
一
項
（
お
よ
び
第
一
二
三
条
）
違
反
を
回
避
す
る
た
め
と

解
さ
れ
（
８５
）
る
。
し
か
し
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
債
務
を
返
済
し
え
な
い
場
合
、
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
そ
れ
を
引
き
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
に
変
わ
り
は
な
く
、
こ
れ
は
実
質
的
に
第
一
二
五
条
第
一
項
に
違
反
す
る
と
考
え
ら
れ
（
８６
）
る
。

な
お
、
前
述
し
た
よ
う
に
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は
共
同
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
よ
り
生
じ
る
債
務
の
相
互
保
障
を
認
め
て
い
る
が
、
事
業

体
の
設
立
は
同
項
の
意
味
に
お
け
る
共
同
計
画
と
捉
え
る
べ
き
で
は
な
か
ろ
う
。
な
ぜ
な
ら
、
そ
も
そ
も
、
事
業
体
は
ユ
ー
ロ
導
入
国
に

財
政
支
援
を
与
え
る
目
的
で
創
設
さ
れ
、
他
の
加
盟
国
に
対
す
る
財
政
支
援
を
禁
止
す
る
同
項
の
趣
旨
に
合
致
し
な
い
た
め
で
あ
る
。

⑹

国
家
破
産
へ
の
対
応

と
こ
ろ
で
、
Ｅ
Ｕ
基
本
諸
条
約
は
、
ギ
リ
シ
ャ
が
直
面
し
た
国
家
破
産
や
そ
れ
に
類
す
る
危
機
的
状
況
に
つ
い
て
定
め
て
い
な
（
８７
）
い
。
こ

の
よ
う
な
ケ
ー
ス
で
は
、
第
一
二
五
条
第
一
項
の
禁
止
に
は
例
外
が
認
め
ら
れ
、
支
援
が
許
さ
れ
る
と
解
す
べ
き
で
あ
ろ
う
（
８８
）
か
。

こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
Ｅ
Ｕ
法
は
国
家
破
産
に
つ
い
て
定
め
て
お
ら
ず
、
法
の
欠
缺
が
存
在
す
る
た
め
、
超
法
規
的
な
対
応
が
可
能

で
あ
る
と
す
る
見
解
が
主
張
さ
れ
て
い
（
８９
）
る
。
こ
れ
に
対
し
、
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
条
約
の
制
定
過
程
に
お
い
て
、
加
盟
国
は
国
家
破
産
と
い

っ
た
ケ
ー
ス
を
含
め
、
Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
は
他
の
加
盟
国
の
債
務
に
つ
い
て
責
任
を
負
わ
な
い
こ
と
を
決
定
し
た
と
い
う
説
明
も
な
さ
れ
て

い
る
。
つ
ま
り
、
こ
の
責
任
の
排
除
は
絶
対
的
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
（
９０
）
る
。

連
邦
国
家
制
度
で
は
、
構
成
国
の
債
務
が
超
過
し
、
破
産
の
危
機
に
直
面
す
る
場
合
、
連
邦
や
そ
の
他
の
構
成
国
が
財
政
支
援
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を
行
う
こ
と
が
一
般
的
で
あ
（
９１
）
る
。
Ｅ
Ｕ
は
連
邦
国
家
で
は
な
い
が
、
通
貨
統
合
に
関
し
、
そ
れ
に
準
じ
た
形
態
を
と
る
。
そ
の
た

め
、
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
条
約
の
制
定
過
程
で
は
、
上
述
し
た
連
邦
国
家
制
度
は
Ｅ
Ｕ
に
も
適
用
さ
れ
る
か
と
い
う
点
に
つ
い
て
議

論
さ
れ
た
が
、
否
定
さ
れ
た
。
ま
た
、
支
払
能
力
が
著
し
く
低
下
し
た
加
盟
国
に
対
し
、
Ｅ
Ｕ
や
そ
の
他
の
加
盟
国
は
支
援
を
行

わ
な
い
と
す
れ
ば
、
国
家
破
産
の
危
機
も
生
じ
か
ね
な
い
が
、
そ
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
も
含
め
、
Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
は
責
任
を
負
わ
な

い
こ
と
を
決
定
し
（
９２
）
た
。

確
か
に
、
第
一
二
五
条
第
一
項
の
立
法
過
程
を
踏
ま
え
る
な
ら
ば
、
国
家
破
産
と
い
う
状
況
に
際
し
て
も
、
Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
に
よ
る
支

援
は
禁
止
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
が
、
同
項
の
趣
旨
は
危
機
の
発
生
を
未
然
に
防
止
す
る
こ
と
に
あ
る
と
解
さ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
れ
が
適

切
に
機
能
せ
ず
、
財
政
破
綻
と
い
う
状
況
が
実
際
に
生
じ
た
場
合
に
は
、
特
別
な
対
応
が
許
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
あ
る
導
入
国
の
破
産

が
そ
の
他
の
導
入
国
の
財
政
破
綻
に
拡
大
し
、
単
一
通
貨
や
Ｅ
Ｕ
の
存
続
・
安
定
性
ま
で
も
が
脅
か
さ
れ
る
よ
う
な
場
合
に
は
、
な
お
さ

ら
で
あ
（
９３
）
る
。
な
お
、
条
約
制
定
者
は
、
複
数
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
同
時
破
産
や
単
一
通
貨
や
Ｅ
Ｕ
体
制
の
崩
壊
と
い
う
極
め
て
深
刻
な
事

態
を
も
想
定
し
、
支
援
を
禁
止
し
て
い
た
か
は
定
か
で
は
な
い
。
現
行
Ｅ
Ｕ
法
に
根
拠
が
見
出
せ
な
い
と
き
は
、
超
法
規
的
な
対
応
も
必

要
に
な
る
が
、
基
本
諸
条
約
の
改
（
９４
）
正
も
選
択
肢
の
一
つ
に
な
り
う
る
。
た
だ
し
、
条
約
改
正
は
迅
速
な
対
応
に
適
さ
な
い
。

と
こ
ろ
で
、
Ｅ
Ｕ
基
本
条
約
内
の
緊�

密�

な�

政�

策�

協�

力�

に
関
す
る
規
定
に
基
づ
き
、
特
定
の
加
盟
国
（
ユ
ー
ロ
導
入
国
）
間
で
「
欧
州
通

貨
基
金
」（E
uropean

M
onetary

Fund

）
を
創
設
す
べ
き
と
い
う
考
え
も
提
唱
さ
れ
て
い
る
（
９５
）
が
、
支
持
し
え
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
緊
密
な

政
策
協
力
は
Ｅ
Ｕ
に
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
政
策
・
案
件
に
つ
い
て
の
み
認
め
ら
れ
る
が
、
財
政
破
綻
の
危
機
に
陥
っ
た
加
盟
国
を
救

済
す
る
た
め
、
基
金
を
創
設
す
る
権
限
は
Ｅ
Ｕ
に
は
与
え
ら
れ
て
い
な
い
た
め
で
あ
る
。
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
三
六
条
（
新

規
定
）
も
、
こ
の
よ
う
な
基
金
創
設
の
根
拠
に
な
り
え
な
い
が
、
そ
も
そ
も
、
加
盟
国
は
独
自
の
措
置
の
根
拠
を
Ｅ
Ｕ
法
に
求
め
る
必
要
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は
な
く
、
Ｅ
Ｕ
の
枠
外
で
の
政
策
協
力
も
可
能
で
あ
る
。
た
だ
し
、
Ｅ
Ｕ
法
に
反
し
て
は
な
ら
な
い
。

な
お
、
Ｅ
Ｕ
内
の
格
差
を
是
正
し
た
り
、
調
整
の
と
れ
た
経
済
発
展
を
実
現
す
る
た
め
、
種
々
の
構
造
基
金
や
結
束
基
金
が
設
け
ら
れ

て
い
る
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
七
五
条
〜
第
一
七
八
条
参
照
）
。
こ
れ
ら
の
基
金
よ
り
資
金
は
中
・
長
期
的
に
支
出
さ
れ
る

が
、
ギ
リ
シ
ャ
に
対
す
る
財
政
支
援
は
短
期
的
（
三
年
）
で
あ
る
。
ま
た
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
基
金
の
趣
旨
（
第
一
七
六
条
お
よ
び
第
一

七
七
条
参
照
）
に
合
致
し
な
（
９６
）
い
。

五

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
六
条
お
よ
び
第
一
三
六
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
四
条
）

と
こ
ろ
で
、
単
一
通
貨
ユ
ー
ロ
を
安
定
さ
せ
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
六
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
四
条
）
は
加
盟

国
の
過
剰
な
財
政
赤
字
を
取
り
締
ま
る
手
続
に
つ
い
て
定
め
て
い
る
。
特
に
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
は
加
盟
国
に
対
し
、
過
剰
な
財
政
赤
字
の
削

減
を
勧
告
す
る
こ
と
だ
け
で
は
な
く
（
第
七
項
）
、
そ
の
実
施
を
促
す
た
め
の
方
法
（
罰
金
や
資
金
の
供
託
）
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
る

（
第
一
一
項
（
９７
）
）。
他
方
、
あ
る
加
盟
国
の
財
政
状
況
を
改
善
す
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
や
そ
の
他
の
加
盟
国
が
支
援
を
行
う
こ
と
に
つ
い
て
は
何

ら
定
め
て
い
な
い
。
そ
の
た
め
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
同
規
定
に
触
れ
な
（
９８
）
い
。
同
様
に
、
第
一
三
六
条
（
新
規
定
）
も
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ

る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
は
関
係
し
な
（
９９
）
い
。

六

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
四
三
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
一
九
条
）

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
四
三
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
一
九
条
）
は
、
ユ
ー
ロ
を
導
入
し
て
い
な
い
加
盟
国
が
国
際
収
支
や
外
国

為
替
に
関
し
困
難
な
状
況
に
直
面
し
て
い
る
か
、
そ
の
危
険
性
が
大
き
い
場
合
、
Ｅ
Ｕ
（
Ｅ
Ｕ
理
事
会
な
い
し
欧
州
委
員
会
）
が
適
切
な

措
置
を
講
じ
る
こ
と
を
認
め
る
。
二
〇
〇
八
年
秋
以
降
の
世
界
経
済
・
金
融
危
機
に
際
し
、
Ｅ
Ｕ
は
実
際
に
同
規
定
と
Ｅ
Ｃ
条
約
第
三
〇
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八
条
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
三
五
二
条
）
に
基
づ
き
、
一
部
の
加
盟
国
（
ハ
ン
ガ
リ
ー
、
ラ
ト
ビ
ア
、
ル
ー
マ
ニ
ア
）
を
支
援

し
て
い
る
（
１００
）
が
、
ギ
リ
シ
ャ
は
ユ
ー
ロ
導
入
国
で
あ
る
た
め
、
こ
の
規
定
は
適
用
さ
れ
な
（
１０１
）
い
。
な
お
、
現
在
の
ユ
ー
ロ
危
機
下
で
は
、
ギ
リ

シ
ャ
は
ユ
ー
ロ
圏
か
ら
（
自
主
的
に
）
脱
退
す
べ
き
か
、
ま
た
は
（
強
制
的
に
）
排
除
す
べ
き
か
ど
う
か
も
議
論
さ
れ
て
い
る
（
１０２
）
が
、
ギ
リ

シ
ャ
が
ユ
ー
ロ
圏
か
ら
脱
退
す
る
と
、
第
一
四
三
条
に
基
づ
く
支
援
に
つ
い
て
検
討
す
る
余
地
が
出
て
く
る
。

七

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
二
二
二
条

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
二
二
二
条
は
、
テ
ロ
攻
撃
、
自
然
災
害
ま
た
は
人
的
災
（
１０３
）
害
を
原
因
と
し
、
あ
る
加
盟
国
が
大
惨
事
に
見

舞
わ
れ
る
場
合
、
Ｅ
Ｕ
や
他
の
加
盟
国
は
助
け
合
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
定
め
る
（
１０４
）
が
、
ギ
リ
シ
ャ
危
機
は
同
規
定
が
想
定
す
る
大
災
害

に
は
当
た
ら
な
い
。

八

小

括

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
法
上
の
主
た
る
論
点
は
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
五
条
第
一
項
と

の
整
合
性
で
あ
る
。
同
項
の
趣
旨
で
あ
る
財
政
単
独
責
任
主
義
を
考
慮
す
る
と
、
信
用
供
与
な
い
し
融
資
と
い
っ
た
債
務
引
受
以
外
の
形

態
に
よ
る
支
援
で
あ
れ
、
ま
た
、
自
主
的
に
な
さ
れ
る
も
の
で
あ
れ
、
他
の
加
盟
国
の
支
援
は
許
さ
れ
な
い
と
解
さ
れ
る
。
ド
イ
ツ
の
多

数
説
も
、
ど
の
よ
う
な
形
態
で
あ
れ
、
加
盟
国
を
財
政
的
に
支
援
す
る
こ
と
は
禁
止
さ
れ
る
と
す
（
１０５
）
る
。
も
っ
と
も
、
こ
れ
は
財
政
破
綻
と

い
う
状
況
が
生
じ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め
の
予
防
手
段
で
あ
り
、
実
際
に
そ
の
よ
う
な
危
機
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
適
切
な
対
応
が
許
さ

れ
る
べ
き
で
あ
る
。
確
か
に
、
条
約
制
定
者
は
国
家
破
産
を
も
想
定
し
、
Ｅ
Ｕ
や
加
盟
国
に
よ
る
支
援
を
禁
止
し
て
い
る
が
、
し
か
し
、

そ
れ
ゆ
え
に
、
単
一
通
貨
や
Ｅ
Ｕ
の
存
続
な
い
し
安
定
性
を
脅
か
す
事
態
ま
で
放
置
し
て
良
い
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
な
お
、
第
一
二
五
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条
第
一
項
は
、
こ
の
よ
う
な
極
め
て
深
刻
な
状
況
を
も
想
定
し
て
い
る
か
ど
う
か
は
定
か
で
は
な
い
。

緊
密
な
政
策
協
力
に
関
す
る
規
定
を
援
用
し
、
基
金
を
創
設
す
べ
き
と
す
る
見
解
も
主
張
さ
れ
て
い
る
が
、
上
述
し
た
よ
う
に
、
支
持

し
え
な
い
。
他
方
、
既
存
の
Ｅ
Ｕ
の
基
金
も
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
は
適
さ
な
い
。
Ｅ
Ｕ
法
と
の
調
整
が
困
難
で
あ
る
た
め
、
超
法
規
的
に
ギ

リ
シ
ャ
支
援
を
認
め
る
べ
き
で
あ
る
が
、
他
の
選
択
肢
と
し
て
、
基
本
諸
条
約
の
改
正
も
考
慮
に
値
す
る
。
な
お
、
加
盟
国
（
ユ
ー
ロ
導

入
国
）
は
、
Ｅ
Ｕ
制
度
の
枠
外
で
危
機
対
策
を
講
じ
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
が
、
そ
の
場
合
で
あ
れ
、
Ｅ
Ｕ
法
に
反
し
て
は
な
ら
な
い
。

第
三
章

Ｅ
Ｕ
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
適
法
性

第
一
章
で
説
明
し
た
よ
う
に
、
二
〇
一
〇
年
五
月
九
日
（
な
い
し
一
一
日
）
、
Ｅ
Ｕ
は
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
導
入
し
た
。

こ
の
措
置
は
全�

て�

の�

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
を
対
象
に
し
て
い
る
た
め
、
ギ
リ
シ
ャ
に
対
し
て
も
適
用
さ
れ
る
。
こ
の
点
に
お
い
て
、
同
メ
カ
ニ
ズ

ム
も
本
稿
の
考
察
の
対
象
に
含
ま
れ
る
。
た
だ
し
、
実
際
に
は
、
ギ
リ
シ
ャ
は
専
ら
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
っ
て
支
援
さ
れ
る
こ
と
に
な
る

と
考
え
ら
れ
る
が
、
導
入
国
に
よ
る
措
置
は
Ｅ
Ｕ
法
に
違
反
す
る
（
前
章
参
照
）
。
自
説
と
は
異
な
り
、
超
法
規
的
な
施
策
も
許
さ
れ
な

い
と
す
れ
ば
、
代
わ
り
に
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
危
機
対
策
が
求
め
ら
れ
る
（
１０６
）
が
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
は
、
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
法
的
根
拠

と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
二
項
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
〇
条
第
二
項
）
を
挙
げ
て
い
る
。
こ
れ
は
適
切
か
、
ま

た
、
導
入
国
に
よ
る
支
援
を
違
法
と
す
る
根
拠
に
基
づ
き
（
第
一
二
五
条
第
一
項
違
反
）
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
支
援
も
違
法
と
な
る
か
、
さ
ら

に
、
第
一
二
二
条
第
二
項
と
第
一
二
五
条
第
一
項
の
関
係
に
つ
い
て
考
察
す
る
必
要
が
あ
（
１０７
）
る
。
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一

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
二
項
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
〇
条
第
一
項
）

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
二
項
に
よ
れ
ば
、
自
然
災
害
や
（
そ
の
他
の
）
自
ら
統
制
し
え
な
い
異
常
な
事
態
に
よ
っ

て
加
盟
（
１０８
）
国
が
困
難
な
状
況
に
陥
っ
て
い
る
か
、
著
し
く
困
難
な
状
況
に
陥
る
可
能
性
が
大
き
い
場
合
、
Ｅ�

Ｕ�

理�

事�

会�

は�

欧
州
委
員
会
の
提

案
に
基
づ
き
、
当
該
加
盟
国
の
た
め
に
（
特
定
の
条
件
下
で
）
財
政
支
援
を
行
う
こ
と
を
決
定
し
う
（
１０９
）
る
。
こ
の
支
援
は
自
然
災
害
や
加
盟

国
が
制
御
し
え
な
い
（
そ
の
他
の
）
異
常
な
事
態
の
発
生
を
前
提
と
し
て
い
る
が
、
あ
る
加
盟
国
の
過
剰
な
財
政
赤
字
、
ま
た
は
、
そ
の

結
果
で
あ
る
財
政
破
綻
は
、
こ
れ
に
該
当
す
る
で
あ
ろ
う
か
。
こ
れ
ら
が
自
然
災
害
に
あ
た
ら
な
い
の
は
明
ら
か
で
あ
る
た
め
、
検
討
す

べ
き
点
は
、
そ
れ
ら
が
加
盟
国
の
統
制
が
及
ば
な
い
異
常
事
（
１１０
）
態
に
該
当
す
る
か
否
か
で
あ
る
が
、
文
献
上
、
そ
の
よ
う
な
事
例
と
し
て
挙

げ
ら
れ
て
い
る
の
は
、
社
会
問
題
、
暴
動
、
外
交
的
な
い
し
軍
事
的
混
乱
な
ど
で
、
か
つ
、
国
内
財
政
に
甚
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で

あ
（
１１１
）
る
。
加
盟
国
の
不
健
全
な
財
政
政
策
に
起
因
す
る
危
機
も
異
常
事
態
に
含
ま
れ
る
か
に
つ
い
て
は
争
い
が
あ
る
が
、
第
一
二
二
条
第
二

項
に
よ
る
支
援
の
対
象
に
な
る
と
す
れ
ば
、
加
盟
国
は
過
剰
な
財
政
赤
字
の
抑
制
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
に
も
拘
わ
ら
（
１１２
）
ず
、
こ
れ
を
遵

守
し
な
い
よ
う
に
な
（
１１３
）
る
。
ま
た
、
Ｅ
Ｕ
法
は
、
加
盟
国
は
自
国
の
財
政
に
つ
い
て
単
独
で
責
任
を
負
い
、
Ｅ
Ｕ
や
他
の
加
盟
国
の
支
援
を

受
け
な
い
と
い
う
理
念
に
立
脚
し
て
い
る
が
（
前
章
四
参
照
）
、
こ
れ
も
形
骸
化
す
る
。
そ
の
た
め
、
加
盟
国
の
不
健
全
な
財
政
政
策
に

起
因
す
る
危
機
は
、
第
一
二
二
条
第
二
項
の
定
め
る
異
常
事
態
に
は
あ
た
ら
な
い
と
考
え
る
べ
き
で
あ
（
１１４
）
る
。
な
お
、
文
献
上
、
逆
の
立
場

も
主
張
さ
れ
て
い
る
（
１１５
）
が
、
こ
れ
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
破
産
を
放
置
し
、
ユ
ー
ロ
体
制
を
崩
壊
の
危
機
に
晒
す
こ
と
は
、
政
策
的
に
望
ま

し
く
な
い
と
の
考
え
に
基
づ
い
て
い
よ
（
１１６
）
う
。
こ
の
説
に
も
一
理
あ
り
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
重
要
性
は
疑
い
を
入
れ
な
い
（
１１７
）
が
、
前
述
し
た
Ｅ

Ｕ
法
制
度
の
趣
旨
・
原
則
を
考
慮
す
る
と
、
支
援
の
法
的
根
拠
と
し
て
第
一
二
二
条
第
二
項
を
挙
げ
る
の
は
適
切
で
は
な
い
と
解
さ
れ
る
。

ギ
リ
シ
ャ
の
財
政
破
綻
は
、
近
年
に
お
け
る
公
務
員
給
与
や
社
会
保
障
費
の
増
加
だ
け
で
は
な
く
、
長
年
に
亘
る
緩
慢
な
財
政
規
律
や

負
債
の
隠
蔽
、
ま
た
、
市
場
か
ら
の
資
金
調
達
（
国
債
の
発
行
）
が
困
難
に
な
っ
た
こ
と
に
起
因
す
る
。
そ
の
た
め
、
危
機
は
同
国
が
統�
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制�

し�

え�

な�

か�

っ�

た�

事�

由�

に
基
づ
い
て
い
る
と
捉
え
る
べ
き
で
は
な
か
ろ
う
。
他
方
、
二
〇
〇
八
年
秋
以
降
の
世
界
経
済
・
金
融
危
機
と
い

う
、
ギ
リ
シ
ャ
が
統
制
し
え
な
か
っ
た
事
由
の
影
響
も
受
け
て
い
る
と
解
さ
れ
（
１１８
）
る
。
こ
の
よ
う
に
、
危
機
の
原
因
を
一
元
的
に
分
析
し
う

る
と
は
限
ら
な
い
た
め
、
第
一
二
二
条
第
二
項
の
対
象
と
な
る
事
態
は
、
加
盟
国
が
統
制
し
う
る
事
由
と
統
制
し
え
な
い
事
由
の
両
方
に

基
づ
い
て
い
て
も
良
い
と
さ
れ
て
い
（
１１９
）
る
。
こ
の
立
場
に
よ
る
な
ら
ば
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
も
対
象
に
含
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
第

一
二
二
条
第
二
項
に
基
づ
く
支
援
は
、
Ｅ
Ｕ
経
済
・
通
貨
制
度
の
例�

外�

に
あ
た
る
た
め
、
厳
格
に
適
用
す
べ
き
で
あ
（
１２０
）
る
。
つ
ま
り
、
第
一

二
六
条
は
過
剰
な
財
政
赤
字
の
抑
制
を
加
盟
国
に
義
務
付
け
、
ま
た
、
第
一
二
五
条
は
加
盟
国
の
債
務
の
引
受
（
な
い
し
財
政
支
援
）
を

禁
止
し
て
い
る
こ
と
等
を
考
慮
す
る
と
、
財
政
を
健
全
な
状
態
に
保
っ
て
い
た
に
も
拘
わ
ら
ず
、
自
ら
統
制
し
え
な
い
特
別
な
事
由
に
よ

っ
て
、
一
時
的
に
困
難
な
状
況
に
直
面
し
た
加
盟
国
を
支
援
す
る
こ
と
は
さ
て
お
き
、
財
政
健
全
化
の
義
務
に
違
反
し
て
い
た
加
盟
国
を

も
救
済
す
る
た
め
に
第
一
二
二
条
第
二
項
を
援
用
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
と
解
さ
れ
（
１２１
）
る
。
な
お
、
独
立
国
家
は
経
済
危
機
に
自
力
で
対

処
し
う
る
よ
う
で
な
け
れ
ば
な
ら
（
１２２
）
ず
、
世
界
経
済
・
金
融
危
機
は
第
一
二
二
条
第
二
項
の
適
用
事
例
に
は
あ
た
ら
な
い
と
考
え
る
こ
と
も

で
き
（
１２３
）
る
。
ま
た
、
こ
の
危
機
に
対
応
し
き
れ
て
い
な
い
の
は
、
Ｅ
Ｕ
法
上
の
原
則
で
あ
る
過
剰
な
財
政
赤
字
の
削
減
に
違
反
し
て
き
た
国

で
あ
る
と
い
う
事
実
も
見
過
ご
し
て
は
な
ら
な
（
１２４
）
い
。
こ
れ
に
対
し
、
第
一
二
二
条
第
二
項
は
他
の
加
盟
国
の
債
務
引
受
（
な
い
し
財
政
支

援
）
を
禁
止
す
る
第
一
二
五
条
に
優
先
す
る
と
い
う
見
解
も
存
在
す
る
（
１２５
）
が
、
こ
れ
は
前
述
し
た
Ｅ
Ｕ
経
済
・
通
貨
制
度
を
根
本
的
に
変
更

し
、
形
骸
化
す
る
た
め
支
持
し
え
な
い
。
む
し
ろ
、
第
一
二
五
条
や
諸
制
度
の
趣
旨
に
反
し
な
い
事
由
（
例
え
ば
自
然
災
害
や
動
乱
）
に

起
因
す
る
財
政
難
を
救
済
す
る
た
め
に
、
第
一
二
二
条
第
二
項
は
援
用
し
う
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
他
方
、
第
一
二
二
条
第
二
項
と
第

一
二
五
条
の
間
に
上
下
関
係
は
な
く
、
前
者
が
認
め
る
支
援
が
後
者
に
よ
っ
て
否
認
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
見
解
も
主
張
さ
れ
て
い

（
１２６
）
る
。
し
か
し
、
Ｅ
Ｕ
経
済
・
通
貨
制
度
に
違
反
し
、
最
終
的
に
は
財
政
破
綻
の
危
機
に
陥
っ
た
加
盟
国
を
も
第
一
二
二
条
第
二
項
に
基
づ

き
支
援
す
る
こ
と
は
制
度
全
体
を
骨
抜
き
に
す
る
た
め
、
許
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
。
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な
お
、
第
一
二
二
条
第
二
項
に
依
拠
す
る
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
、
全�

て�

の�

Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
支
援
を
目
的
と
し
て
い
る
。
つ

ま
り
、
そ
れ
は
、
ギ
リ
シ
ャ
危
機
に
乗
じ
た
「
ユ
ー
ロ
攻
撃
」
か
ら
単
一
通
貨
を
守
る
た
め
の
制
度
と
解
さ
れ
る
が
、
理
事
会
規
則
前
文

で
謳
わ
れ
て
い
る
よ
う
に
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
に
拘
わ
ら
ず
、
「
ユ
ー
ロ
攻
撃
」
に
よ
っ
て
危
機
的
状
況
が
生
じ

て
い
る
と
捉
え
る
な
ら
（
１２７
）
ば
、
第
一
二
二
条
第
二
項
の
要
件
は
満
た
さ
れ
よ
う
。
こ
れ
に
対
し
、
将
来
、
（
一
部
の
）
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
Ｅ

Ｕ
の
支
援
を
必
要
と
す
る
よ
う
な
事
態
は
、
何
よ
り
も
従
来
の
不
健
全
な
財
政
政
策
に
起
因
す
る
と
し
、
第
一
二
二
条
第
二
項
は
欧
州
金

融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
根
拠
規
定
に
は
な
り
え
な
い
と
す
る
立
場
も
あ
（
１２８
）
る
。
こ
れ
ら
の
見
解
の
相
違
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
フ
ァ
ン
ダ

メ
ン
タ
ル
ズ
を
ど
の
よ
う
に
捉
え
る
か
、
ま
た
、
「
ユ
ー
ロ
危
機
」
な
い
し
「
ユ
ー
ロ
防
衛
」
と
い
う
表
現
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う
に
、
単

一
通
貨
制
度
そ
の
も
の
が
危
機
に
晒
さ
れ
て
い
る
と
み
る
か
否
か
に
か
か
っ
て
い
よ
（
１２９
）
う
。
経
済
学
の
観
点
か
ら
は
、
制
度
的
危
機
は
存
在

し
な
い
と
し
、
第
一
二
二
条
第
二
項
の
適
用
を
否
定
す
る
考
え
も
主
張
さ
れ
て
い
る
（
１３０
）
が
、
事
態
の
展
開
を
確
実
に
予
測
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
。
ま
た
、
法
的
に
は
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
の
裁
量
判
断
に
明
白
な
誤
り
が
あ
る
と
は
解
さ
れ
な
（
１３１
）
い
。
そ
れ
ゆ
え
、
ギ
リ
シ
ャ
以
外
の
ユ
ー

ロ
導
入
国
の
支
援
に
限
定
す
る
な
ら
ば
、
第
一
二
二
条
第
二
項
は
Ｅ
Ｕ
の
政
策
の
正
当
な
根
拠
に
な
り
う
る
と
考
え
ら
れ
る
。

二

借
入
に
関
す
る
Ｅ
Ｕ
の
権
限

と
こ
ろ
で
、
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
お
い
て
、
欧
州
委
員
会
に
は
Ｅ
Ｕ
の
名
で
外
部
よ
り
資
金
を
借
り
入
れ
る
権
限
が
与
え

ら
れ
る
が
（
第
二
条
第
一
項
第
二
款
お
よ
び
第
六
条
第
三
項
）
、
そ
も
そ
も
、
Ｅ
Ｕ
は
こ
の
よ
う
な
権
限
を
持
ち
う
る
か
と
い
う
点
に
つ

い
て
は
争
い
が
あ
（
１３２
）
る
。
市
場
か
ら
の
資
金
調
達
は
新
た
な
財
源
確
保
手
段
に
あ
た
り
、
ま
た
、
調
達
さ
れ
た
資
金
は
Ｅ
Ｕ
の
新
た
な
財
源

（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
三
一
一
条
の
意
味
に
お
け
る
独
自
の
財
源
、
ま
た
は
、
そ
の
他
の
財
源
）
に
あ
た
る
と
す
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ

の
財
政
制
度
に
反
す
（
１３３
）
る
。
さ
ら
に
、
Ｅ
Ｕ
第
一
次
法
は
、
こ
の
よ
う
な
権
限
に
つ
い
て
定
め
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
個
別
的
授
権
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の
原
則
に
も
合
致
し
な
い
（
第
二
章
一
参
照
）
。
し
か
し
、
一
九
七
五
年
以
降
、
あ
る
特
定
の
目
的
の
た
め
に
市
場
よ
り
資
金
を
借
り
入

れ
る
実
務
が
繰
り
返
し
行
わ
れ
て
い
る
。
そ
の
際
、
調
達
さ
れ
た
資
金
は
、
独
自
の
、
ま
た
は
、
そ
の
他
の
財
源
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ

て
い
な
い
。
つ
ま
り
、
財
政
制
度
を
改
正
す
る
こ
と
な
く
、
市
場
か
ら
の
資
金
調
達
が
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
Ｅ
Ｕ
法
上
の
根
拠
と

し
て
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
三
五
二
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
三
〇
八
条
）
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
（
後
述
四
参
照
（
１３４
）
）
。
資
金
調
達
が
主

た
る
目
的
で
は
な
く
、
あ
る
特
定
の
Ｅ
Ｕ
の
目
的
を
実
現
す
る
た
め
の
措
置
の
一
環
と
し
て
行
わ
れ
る
の
で
あ
れ
ば
、
認
め
て
よ
い
と
解

さ
れ
る
。

三

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
五
条
第
一
項
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
三
条
第
一
項
）

前
章
で
述
べ
た
よ
う
に
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
五
条
第
一
項
は
、
加
盟
国
の
債
務
の
引
受
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
他
の

形
態
に
よ
る
財
政
支
援
も
禁
止
し
て
い
る
と
解
さ
れ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
ユ�

ー�

ロ�

導�

入�

国�

に�

よ�

る�

ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
同
項
に
反
す
る
が
、
同

項
は
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
財
政
支
援
も
同
時
に
禁
止
し
て
い
る
。

四

Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
三
五
二
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
三
〇
八
条
）

前
述
し
た
よ
う
に
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
は
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
法
的
根
拠
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条

第
二
項
を
挙
げ
て
い
る
が
、
ギ
リ
シ
ャ
の
支
援
に
関
す
る
限
り
適
切
で
は
な
い
。
し
か
し
、
国
家
破
産
の
危
機
を
放
置
す
れ
ば
、
単
一
通

貨
ユ
ー
ロ
だ
け
で
は
な
く
、
Ｅ
Ｕ
そ
の
も
の
の
安
定
性
が
害
さ
れ
る
危
険
性
が
高
い
た
め
、
Ｅ
Ｕ
に
は
適
切
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
そ

の
法
的
根
拠
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
三
五
二
条
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
三
〇
八
条
参
照
）
が
考
え
ら
れ
よ
う
。
同
条
第
一
項
第

一
文
に
よ
れ
ば
、
基
本
諸
条
約
が
定
め
る
目
的
を
実
現
す
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
の
行
動
が
必
要
に
な
る
が
、
そ
の
た
め
の
権
限
に
つ
い
て
基
本
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諸
条
約
は
定
め
て
い
な
い
と
き
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
は
、
欧
州
委
員
会
の
提
案
を
受
け
、
ま
た
、
欧
州
議
会
の
同
意
を
得
て
、
全
会
一
致
で
適

切
な
措
置
を
講
じ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
（
１３５
）
る
。
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
、
単
に
同
国
を
国
家
破
産
の
危
機
か
ら
救
済
す
る
だ
け
で
は
な
く
、
ユ
ー

ロ
の
安
定
化
を
目
的
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
Ｅ
Ｕ
内
に
お
け
る
社
会
的
・
地
理
的
一
体
性
の
強
化
、
加
盟
国
間
の
連
帯
性
の
強
（
１３６
）
化
、
物
価

の
安
定
と
い
う
Ｅ
Ｕ
の
目
的
（
Ｅ
Ｕ
条
約
第
三
条
参
照
）
に
も
合
致
す
る
と
解
さ
れ
る
（
第
二
章
一
参
照
（
１３７
）
）。
こ
れ
に
対
し
、
Ｅ
Ｕ
の
機

能
力
（Funktionsfähigkeit

）
の
維
持
は
第
三
五
二
条
の
意
味
に
お
け
る
Ｅ
Ｕ
の
目
的
に
該
当
し
な
い
た
め
、
同
条
は
欧
州
金
融
安
定
化

メ
カ
ニ
ズ
ム
の
法
的
根
拠
と
し
て
不
適
切
で
あ
る
と
す
る
学
説
も
あ
（
１３８
）
る
。
「
Ｅ
Ｕ
の
機
能
力
」
の
内
容
は
必
ず
し
も
明
確
で
は
な
い
が
、

Ｅ
Ｕ
の
存
続
・
安
定
化
や
欧
州
統
合
を
さ
ら
に
発
展
さ
せ
る
こ
と
は
、
少
な
く
と
も
隠
れ
た
目
（
１３９
）
的
に
あ
た
り
（
Ｅ
Ｕ
条
約
第
一
条
参
照
）
、

そ
れ
ゆ
え
、
第
三
五
二
条
の
援
用
が
可
能
に
な
る
と
解
さ
れ
る
。
た
だ
し
、
第
三
五
二
条
に
基
づ
き
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
は
Ｅ
Ｕ
経
済
・
通
貨

制
度
の
大
原
則
に
反
す
る
措
置
を
発
す
る
こ
と
も
認
め
ら
れ
る
か
は
疑
わ
し
（
１４０
）
い
。
こ
れ
は
実
質
的
に
基
本
諸
条
約
の
改
正
に
あ
た
る
た
め
、

そ
の
手
続
・
要
件
（
特
に
、
加
盟
国
に
よ
る
批
准
）
に
従
う
べ
き
で
あ
る
。

終
わ
り
に

市
場
の
信
用
を
失
っ
た
ユ
ー
ロ
の
下
落
を
阻
止
し
、
単
一
通
貨
を
安
定
さ
せ
る
た
め
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
は
ギ
リ
シ
ャ
を
財
政
的
に
支
援

し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
五
条
第
一
項
に
違
反
す
る
と
解
さ
れ
る
。
確
か
に
、
同
項
は
債
務
引
受
以
外

の
方
法
に
よ
る
財
政
支
援
を
明
確
に
禁
止
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
ま
た
、
そ
の
趣
旨
も
明
確
に
表
現
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

こ
の
不
明
瞭
性
よ
り
、
法
解
釈
上
の
問
題
が
生
じ
て
い
る
が
、
他
方
、
実
務
面
で
の
障
害
は
除
去
さ
れ
て
い
る
。
仮
に
、
第
一
二
五
条
第

一
項
が
明
確
に
財
政
支
援
を
禁
止
し
て
い
た
と
す
れ
ば
、
極
め
て
深
刻
な
状
況
に
陥
っ
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。
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ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
支
援
が
Ｅ
Ｕ
法
に
合
致
し
な
い
と
す
れ
ば
、
Ｅ
Ｕ
レ
ベ
ル
で
の
対
応
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
主

体
が
ユ
ー
ロ
導
入
国
で
あ
る
か
、
ま
た
は
Ｅ
Ｕ
で
あ
る
か
は
特
に
重
要
で
は
な
（
１４１
）
い
。
た
だ
し
、
Ｅ
Ｕ
の
財
源
は
限
ら
れ
て
お
り
、
ま
た
、

歳
出
は
中
期
的
な
財
政
計
画
に
沿
っ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
っ
た
制
約
が
存
す
る
。
ま
た
、
Ｅ
Ｕ
が
実
施
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
Ｅ

Ｕ
法
に
根
拠
を
見
出
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
第
一
二
二
条
第
二
項
や
第
一
四
三
条
は
適
切
な
法
的
基
盤
に
は
な
ら
な
い
。
そ
も
そ
も
、

Ｅ
Ｕ
法
は
、
ユ
ー
ロ
を
安
定
さ
せ
る
た
め
、
加
盟
国
に
過
剰
な
財
政
赤
字
の
抑
制
を
義
務
付
け
る
と
と
も
に
、
加
盟
国
は
単
独
で
、
自
ら

の
財
政
に
責
任
を
持
つ
こ
と
を
原
則
（
財
政
単
独
責
任
主
義
）
と
し
て
い
る
。
こ
れ
に
違
反
し
た
ギ
リ
シ
ャ
を
支
援
す
る
こ
と
は
、
Ｅ
Ｕ

経
済
・
通
貨
制
度
の
趣
旨
に
合
致
し
な
い
。
し
か
し
、
ギ
リ
シ
ャ
の
破
産
を
放
置
す
れ
ば
、
危
機
は
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
飛
び
火
し
、

単
一
通
貨
だ
け
で
は
な
く
、
Ｅ
Ｕ
そ
の
も
の
の
存
続
が
脅
か
さ
れ
か
ね
な
い
。
そ
の
た
め
、
超
法
規
的
な
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、

場
合
に
よ
っ
て
は
、
基
本
諸
条
約
の
改
正
に
つ
い
て
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
が
、
迅
速
な
対
応
に
は
適
さ
な
い
。

な
お
、
現
在
、
三
年
計
画
で
実
施
さ
れ
て
い
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
は
Ｅ
Ｕ
法
に
違
反
し
て
い
る
に
せ
よ
、
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
に
よ
っ
（
１４２
）
て
Ｅ
Ｕ
法

違
反
が
確
認
さ
れ
な
い
限
り
、
実
施
を
継
続
し
う
る
。
加
盟
国
に
よ
る
Ｅ
Ｕ
法
違
反
を
争
う
訴
え
は
、
加
盟
国
自
身
や
欧
州
委
員
会
し
か

提
起
し
え
な
い
が
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
二
五
八
条
お
よ
び
第
二
五
九
条
参
照
）
、
い
ず
れ
も
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
同
意
し
て
い

る
た
め
、
法
廷
論
争
に
は
発
展
し
て
い
な
い
。
な
お
、
こ
れ
が
「
Ｅ
Ｕ
法
の
番
人
」
と
し
て
の
欧
州
委
員
会
の
任
務
に
合
致
す
る
か
は
検

討
を
要
す
る
。

他
方
、
Ｅ
Ｕ
の
支
援
策
で
あ
る
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
適
法
性
を
争
い
、
個�

人�

が�

Ｅ
Ｕ
の
司
法
機
関
に
提
訴
す
る
こ
と
は
、

Ｅ
Ｕ
法
上
、
認
め
ら
れ
な
（
１４３
）
い
。
こ
れ
に
対
し
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
実
施
に
は
国
内
法
の
整
備
が
求
め
ら
れ
る
た
め
、

こ
の
国
内
法
の
適
法
性
を
争
い
、
国
内
裁
判
所
に
提
訴
す
る
方
法
も
あ
（
１４４
）
る
。
も
っ
と
も
、
支
援
の
実
施
は
高
度
に
経
済
政
策
的
な
い
し
外

交
政
策
的
な
判
断
に
基
づ
い
て
い
る
た
め
、
司
法
審
査
に
は
な
じ
ま
な
い
と
解
さ
れ
る
。
例
え
ば
、
ド
イ
ツ
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
お
け
る
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手
続
で
は
、
ギ
リ
シ
ャ
が
借
款
を
返
済
し
う
る
可
能
性
は
低
い
た
め
、
ド
イ
ツ
に
よ
る
債
務
保
証
は
大
き
な
リ
ス
ク
を
伴
い
、
ド
イ
ツ
国

民
の
基
本
権
（
所
有
権
）
を
侵
害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
か
ど
う
か
が
争
わ
れ
て
い
る
（
１４５
）
が
、
こ
の
問
題
に
関
す
る
判
断
や
、
逆
に
、
支
援
し

な
か
っ
た
場
合
の
リ
ス
ク
に
関
す
る
判
断
に
は
経
済
政
策
上
な
い
し
外
交
政
策
上
の
決
定
が
求
め
ら
れ
る
た
め
、
裁
判
所
は
実
体
的
審
査

を
控
え
る
べ
き
で
あ
（
１４６
）
る
。

と
こ
ろ
で
、
ギ
リ
シ
ャ
危
機
の
重
大
な
要
因
と
し
て
、
通
貨
は
統
一
さ
れ
る
も
の
の
、
導
入
国
の
経
済
政
策
は
統
一
さ
れ
て
い
な
い
こ

と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
１４７
）
が
、
法
的
に
は
、
Ｅ
Ｕ
経
済
・
通
貨
政
策
上
の
重
要
原
則
や
安
定
・
成
長
協
定
の
違
反
が
見
過
ご
さ
れ
て
き
た
点

に
問
題
が
あ
る
。
そ
れ
を
原
因
と
し
、
実
際
に
生
じ
た
危
機
を
克
服
す
る
た
め
、
Ｅ
Ｕ
法
、
特
に
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二

二
条
第
二
項
の
要
件
を
柔
軟
に
解
釈
す
べ
き
と
す
る
見
解
も
主
張
さ
れ
て
い
る
（
１４８
）
が
、
安
定
化
・
成
長
協
定
に
次
い
で
、
第
一
二
二
条
第
二

項
の
適
用
を
も
柔
軟
に
す
る
こ
と
は
、
Ｅ
Ｕ
法
体
系
を
さ
ら
に
「
軟
化
」
さ
せ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
ギ
リ
シ
ャ
危
機
対
策
は
超
法
規
的
な
措

置
と
し
て
、
ま
た
は
、
Ｅ
Ｕ
法
の
枠
外
で
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
将
来
の
危
機
発
生
を
防
ぐ
た
め
、
第
一
二
二
条
第
二
項

や
成
長
・
安
定
化
協
定
を
始
め
と
す
る
Ｅ
Ｕ
法
の
適
用
は
、
む
し
ろ
、
厳
格
に
す
べ
き
で
あ
る
と
解
さ
れ
る
。
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註（
１
）
Ｅ
Ｕ
の
従
来
の
危
機
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law
/crisis-post.htm

l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ

れ
た
い
。

（
２
）
「
ユ
ー
ロ
防
衛
策
」
の
一
環
と
し
て
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
が
制
定
し
た
規
則
（C
ouncil

R
egulation

(E
U
)
N
o
407/2010,

O
J
2010,

N
o.
L
118,

p.
1)

の
前
文
（
ド
イ
ツ
語
版
）
で
は
、
以
下
で
引
用
す
る
よ
う
に
、
Ｅ
Ｕ
に
対
す
る
脅
威
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。“(4)

D
ie
V
erschärfung

der

Finanzkrise
hat
für
m
ehrere

M
itgliedstaaten

des
E
urogebiets

zu
einer

gravierenden
V
erschlechterung

der
K
reditkonditionen

geführt,
die

darüber
hinausgeht,

w
as
sich
durch

w
irtschaftliche

Fundam
entaldaten

erklären
ließe.

W
ird
in
dieser

Situation
nicht

um
gehend

gehandelt,

könnten
Stabilität,

E
inheit

und
Integrität

der
E
uropäischen

U
nion

insgesam
t
ernsthaft

bedroht
sein

（
イ
タ
リ
ッ
ク
体
は
筆
者
に
よ
る
強
調
）.”

こ
れ
に
対
し
、
以
下
に
引
用
す
る
よ
う
に
、
英
語
版
で
は
、
Ｅ
Ｕ
全
体
の
財
政
的
安
定
性
に
対
す
る
深
刻
な
脅
威
と
な
り
か
ね
な
い
と
定
め
ら
れ

て
い
る
に
過
ぎ
な
い
。“T

he
deepening

of
the
financial

crisis
has
led
to
a
severe

deterioration
of
the
borrow

ing
conditions

of
several

M
em
ber
States

beyond
w
hat
can
be
explained

by
econom

ic
fundam

entals.
A
t
this
point,

this
situation,

if
not
addressed

as
a
m
atter

of

urgency,
could

present
a
serious

threat
to
the
financial

stability
of
the
E
uropean

U
nion

as
a
w
hole

（
イ
タ
リ
ッ
ク
体
は
筆
者
に
よ
る
強
調).”

（
３
）
二
〇
一
〇
年
七
月
現
在
、
Ｅ
Ｕ
に
は
二
七
の
国
が
加
盟
し
て
い
る
が
、
単
一
通
貨
ユ
ー
ロ
を
導
入
し
て
い
る
の
は
、
そ
の
内
の
一
六
ヶ
国
で
あ
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
４
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro-greece2010.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た

い
。See

also
Sinn,

E
uro-K

rise,
ifo
Schnelldienst

10/2010,
Sonderausgabe,

p.
4.

（
５
）
国
家
破
産
に
つ
い
て
、B
eck

and
W
entzel,

E
ine
Insolvenzordnung

für
Staaten?,

W
irtschaftsdienst

2010,
pp.
167-171;

K
äm
m
erer,

Insolvenz
von
E
U
-M
itgliedstaaten

-
V
oraussetzung

und
Folgen,W

irtschaftsdienst
2010,

pp.
161-167.

（
６
）

E
xperten:

H
ilfspaket

für
G
riechenland

ist
alternativlos,

E
uZ
W
2010,

p.
402;

D
eutscher

B
undestag,

D
ie
Presse

v.
5.
M
ai
2010

(Sachverständige:
H
ilfspaket

für
G
riechenland

ist
alternativlos),

http://w
w
w
.bundestag.de/presse/hib/2010_05/2010_142/02.htm

l

（
二
〇
一

〇
年
七
月
一
五
日
現
在).

な
お
、
ギ
リ
シ
ャ
を
支
援
せ
ず
、
破
産
さ
せ
る
べ
き
と
す
る
見
解
も
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/

euro-greece2010.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。
ま
た
、Sinn,

ibidem
,
pp.
8-9.

（
７
）

B
andilla,

in
G
rabitz

and
H
ilf
eds.,

D
as
R
echt

der
E
uropäischen

U
nion,

vol.
II,
2000,

A
rt.
103
E
G
V
,
para.

3;
B
öckenförde,

N
Z
Z
vom

21.
Juni

2010
(K
ennt

die
europäische

N
ot
kein

G
ebot?);

Frenz
and
E
hlenz,

D
er
E
uro
ist
gefährdet:

H
ilfsm

öglichkeiten
bei
drohendem
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Staatsbankrott?,

E
W
S
2010,

pp.
65-70,

67;
G
nan,

in
von
der
G
roeben

and
Schw

arze
eds.,

K
om
m
entar

zum
E
U
-/E
G
-V
ertrag,

6th
edition,

2003,
A
rt.
103
E
G
V
,
para.

23;
H
attenberger,

in
Schw

arze
ed.,
E
U
-K
om
m
entar,

2nd
edition,

2009,
A
rt.
103
E
G
V
,
para.

3;
H
äde,

in

C
alliess

and
R
uffert

eds.,
D
as
V
erfassungsrecht

der
E
uropäischen

U
nion,

3rd
edition,

2007,
A
rt.
103

E
G
V
,
para.

3;
Jeck

and
van

R
oosebeke,

R
echtsbruch

durch
B
ail-out-D

arlehen,
Z
u
den
B
eschlüssen

der
Finanzm

inister
der
E
uro-Staaten

vom
11.
A
pril
und
vom

16.

A
pril
2010,

Studie
des
C
entrum

s
für
E
uropäische

Politik,
p.
6;
K
em
pen,

in
Streinz

ed.,
E
U
V
/E
G
V
,
2003,A

rt.
103
E
G
V
,
para.

5;
K
erber,

W
ährungsunionm

it
Finanzausgleich?

E
ine
K
larstellung

zur
L
egalität

von
Finanzhilfen

für
Finanznotstandsstaaten

der
E
urozone,

pp.
5-7;

K
nopp,

G
riechenland-N

othilfe
auf
dem

verfassungsrechtlichen
Prüfstand,

N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1779;
K
ube
and
R
eim
er,
G
renzen

des
E
uropäischen

Stabilisierungsm
echanism

us,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1913;
R
uffert,

D
er
Standard

v.
12.A

pril
2010

(Sonst
w
äre
E
U

B
ananenrepublik);

Seidel,
D
er
E
uro

―

Schutzschild
oder

Falle,
W
orking

Paper
B
01/2010

des
Z
entrum

für
E
uropäische

Integrationsforschung,
pp.
3-4.

ド
イ
ツ
の
学
説
に
つ
い
て
、Rohleder,

Z
ehnpfund

and
Sinn,

B
ilaterale

Finanzhilfen
für
G
riechenland,W

issenschaftliche
D
ienst,

D
eutscher

B
undestag,W

D
11

―3000
―103/10,
pp.
7-10

を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
８
）

See
H
errm
ann,

G
riechische

T
ragödie

―der
w
ährungsverfassungsrechtliche

R
ahm
en
für
die
R
ettung,

den
A
ustritt

oder
den
A
usschluss

von
überschuldeten

Staaten
aus
der
E
urozone,

E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

416-418.

（
９
）

See
Seidel,

D
er
A
nkauf

nicht
m
arkt-

und
börsengängiger

Staatsanleihen,
nam
entlich

G
riechenland,

durch
die
E
uropäische

Z
entralbank

und
durch

nationale
Z
entralbank

―rechtlich
nur
fragw

ürdig
oder

R
echtsverstoß?,

E
uZ
W
2010,

p.
521.

ま
た
、筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ（http:

//eu-info.jp/law
/euro-greece2010.htm

l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１０
）
ド
イ
ツ
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
実
施
に
か
か
る
国
内
法
（
本
文
第
一
章
一
参
照
）
の
合
憲
性
を
争
う

訴
え
が
提
起
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
「
特
定
目
的
事
業
体
」
の
創
設
に
か
か
る
国
内
法
（
本
文
第
一
章
二
参
照
）
に
つ
い
て
も
、
同
様
に
連
邦
憲
法

裁
判
所
に
訴
え
が
提
起
さ
れ
て
い
る
が
、
連
邦
憲
法
裁
は
両
法
の
執
行
差
止
仮
処
分
を
求
め
る
申
立
て
を
却
下
し
て
い
る
。See

B
eschluss

des

B
V
erfG

vom
7.
M
ai
2010,

2
B
vR
987/10;

B
eschluss

des
B
V
erfG

v.
9.
Juni
2010,

2
B
vR
1099/10.

こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro-greece2010.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

ま
た
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
ド
イ
ツ
法
上
の
問
題
に
つ
い
て
、
例
え
ば
、Jeck,

ibidem
,
pp.
6-7
and
9-10;

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-

1782,
1781-1782;

K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1910-1916

を
参
照
さ
れ
た
い
。

な
お
、
Ｅ
Ｕ
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
策
が
国
内
法
に
違
反
す
る
と
し
て
も
、
そ
れ
ゆ
え
に
無
効
に
な
る
わ
け
で
は
な
い
。
特
に
、
Ｅ
Ｕ
法
と
の
関
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係
に
つ
い
て
は
、
Ｅ
Ｕ
法
が
国
内
法
に
優
先
す
る
た
め
、
国
内
法
違
反
は
Ｅ
Ｕ
の
措
置
の
適
法
性
に
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
。
Ｅ
Ｕ
法
の
優
先
性
に
つ

い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/r/vor.htm

l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１１
）

C
ouncil

R
egulation

(E
U
)
N
o
407/2010

of
11
M
ay
2010

establishing
a
E
uropean

financial
stabilisation

m
echanism

,
O
J
2010,

N
o.
L

118,
p.
1;
D
ecision

of
the
R
epresentatives

of
the
G
overnm

ents
of
the
E
uro
A
rea
M
em
ber
States

M
eeting

W
ithin

the
C
ouncil

of
the

E
uropean

U
nion,

C
ouncil

D
ocum

ent
9614/10,

p.
2
(http://register.consilium

.europa.eu/pdf/en/10/st09/st09614.en10.pdf)

（
二
〇
一
〇
年
七
月

一
五
日
現
在
）.See

Jeck,
E
uro-R

ettungsschirm
bricht

E
U
-R
echt
und
deutsches

V
erfassungsrecht,

cepStudie,
2010,

p.
3.

（
１２
）

Statem
ent
on
the
Support

to
G
reece

by
E
uro
A
rea
M
em
bers

States,
11
A
pril
2010

（http://w
w
w
.consilium

.europa.eu//uedocs/cm
s_data/

docs/pressdata/en/ec/113686.pdf)

（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在).

（
１３
）
前
掲
注
９
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１４
）
文
献
の
中
に
は
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
に
よ
る
ギ
リ
シ
ャ
支
援
と
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
が
採
択
し
た
欧
州
金
融
安
定
化
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
混
同
し
て
い
る
も
の

も
あ
る
。See

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1777
(note

9)
and
1778.

両
措
置
に
つ
い
て
、
本
文
第
一
章
二
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１５
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro2.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１６
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１７
）
一
九
九
九
年
元
旦
、
ユ
ー
ロ
は
当
時
の
Ｅ
Ｕ
加
盟
一
五
ヶ
国
中
、
一
一
ヶ
国
に
導
入
さ
れ
た
が
（
な
お
、
そ
の
当
時
は
、
ユ
ー
ロ
通
貨
は
ま
だ
流

通
さ
れ
て
お
ら
ず
、
そ
れ
が
実
現
す
る
の
は
二
〇
〇
一
年
元
旦
で
あ
る
）、
ギ
リ
シ
ャ
の
導
入
は
二
年
後
の
二
〇
〇
一
年
元
旦
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、

そ
れ
以
前
か
ら
同
国
は
デ
ー
タ
を
書
き
換
え
て
お
り
、
正
確
な
資
料
に
よ
る
な
ら
ば
、
同
国
へ
の
ユ
ー
ロ
導
入
は
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
か
っ
た

と
解
さ
れ
て
い
る
。See
H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

416.

な
お
、
ユ
ー
ロ
の
導
入
要
件
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（http://eu-info.jp/law
/euro.htm

l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１８
）

Sinn,
ibidem

,
p.
6.

（
１９
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro-greece2010.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た

い
。

（
２０
）€
uro
am
Sonntag

v.
30.A

pril

―7.
M
ai
2010,

N
um
m
er
18,
Seite

20.

（
２１
）
ポ
ル
ト
ガ
ル
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
イ
タ
リ
ア
、
ギ
リ
シ
ャ
お
よ
び
ス
ペ
イ
ン
の
頭
文
字
を
組
み
合
わ
せ
て
、
一
般
に

“PIIG
S”

と
呼
ば
れ
て
い
る
。

See
H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

413.

（
２２
）
ド
イ
ツ
国
内
の
経
済
状
況
も
決
し
て
芳
し
く
な
く
、
国
や
地
方
公
共
団
体
も
財
政
的
に
行
き
詰
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
種
々
の
社
会
保
障
が
削
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減
さ
れ
、
大
き
な
政
治
・
社
会
問
題
に
発
展
し
て
い
る
。
そ
の
よ
う
な
状
況
下
、
ド
イ
ツ
国
民
で
は
な
く
、
（
長
年
、
不
正
や
浪
費
を
繰
り
返
し
て

き
た
）
ギ
リ
シ
ャ
の
た
め
に
多
額
の
資
金
を
拠
出
す
る
こ
と
に
世
論
は
批
判
的
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
メ
ル
ケ
ル
首
相
が
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
早
い
段
階

で
同
意
し
な
か
っ
た
の
は
、
国
内
の
地
方
選
挙
対
策
の
た
め
で
あ
る
と
の
見
方
も
あ
る
。
ド
イ
ツ
国
内
に
お
け
る
議
論
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro-greece2010.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
２３
）

Statem
ent
on
the
Support

to
G
reece

by
E
uro
A
rea
M
em
bers

States,
11
A
pril
2010

(http://w
w
w
.consilium

.europa.eu//uedocs/cm
s_data/

docs/pressdata/en/ec/113686.pdf
)

（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
）。

（
２４
）
ド
イ
ツ
の
法
整
備
に
つ
い
て
、K

nopp,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1778

を
参
照
さ
れ
た
い
。
ま
た
、
ド
イ
ツ
法
は
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に

関
す
る
条
約
第
一
二
三
条
第
一
項
に
違
反
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、K

ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1912.

さ
ら
に
、
前
掲

注
１０
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
２５
）

G
esetz

zur
Ü
bernahm

e
von

G
ew
ährleistungen

zum
E
rhalt

der
für
die
Finanzstabilität

in
der
W
ährungsunion

erforderlichen

Z
ahlungsfähigkeit

der
H
ellenischen

R
epublik

(W
FStG

),
B
G
B
l
I,
p.
537.

（
２６
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1781.

（
２７
）

Statem
ent
by
the

E
urogroup,

2
M
ay
2010

(http://w
w
w
.consilium

.europa.eu/uedocs/cm
s_data/docs/pressdata/en/m

isc/114130.pdf)

（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
）.

（
２８
）
実
際
に
、
ア
メ
リ
カ
や
ア
ジ
ア
の
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
が
合
意
の
上
、
「
ユ
ー
ロ
攻
撃
」
を
仕
掛
け
た
か
ど
う
か
は
証
明
さ
れ
て
い
な
い
が
、
ユ
ー

ロ
導
入
国
政
府
は
、
そ
の
よ
う
な
攻
撃
が
あ
っ
た
と
捉
え
て
い
る
。
ユ
ー
ロ
グ
ル
ー
プ
議
長
を
務
め
る
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
のJuncker

首
相
の
同
旨

の
発
言
に
つ
い
て
、Spiegel

O
nline

v.
8.
M
ai
2010

(E
uroländer

sagen
Spekulanten

den
K
am
pf
an)

(http://w
w
w
.spiegel.de/politik/ausland/

0,1518,693713,00.htm
l)

（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
）、
ま
た
、
欧
州
中
央
銀
行
のT

richet

総
裁
の
同
旨
の
発
言
に
つ
い
て
、FA

Z
v.
11.
M
ai

2010
(Im

Schatten
des

R
ettungsschirm

s)
(http://w

w
w
.faz.net/s/R

ub99C
3E
E
C
A
60D
84C
08A
D
6B
3E
60C
4E
A
807F/D

oc~E
B
6732819D

B

26418FA
33E
F44D

36304F71~A
T
pl~E
com
m
on~Sspezial.htm

l)
（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
２９
）

B
V
erfG
,
Pressem

ittelung
N
r.
38/2010

vom
10.
Juni
2010,

B
eschluss

vom
9.
Juni
2010

―2
B
vR
1099/10.

（
３０
）

Jeck,
ibidem

,
p.
3.

ま
た
、StabM

echG

第
一
条
第
二
項
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
３１
）

Sinn,
ibidem

,
pp.
3-4.

（
３２
）

C
ouncil

R
egulation

(E
U
)
N
o
407/2010

of
11
M
ay
2010

establishing
a
E
uropean

financial
stabilisation

m
echanism

,
O
J
2010,

N
o.
L

118,
p.
1.

な
お
、
同
規
則
の
前
文
で
は
、
こ
の
「
狼
の
群
れ
に
よ
る
攻
撃
」
が
明
瞭
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
金
融
危
機
の
激
化
に
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よ
っ
て
、
幾
つ
か
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
の
借
入
状
況
は
、
そ
の
経
済
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ
か
ら
は
考
え
ら
な
い
ほ
ど
著
し
く
悪
化
し
て
い
る
と
述
べ

ら
れ
て
い
る
。See

Pream
ble
of
the
C
ouncil

R
egulation:

“(4)
T
he
deepening

of
the
financial

crisis
has
led
to
a
severe

deterioration
of
the

borrow
ing
conditions

of
several

M
em
ber
States

beyond
w
hat
can
be
explained

by
econom

ic
fundam

entals.
A
t
this
point,

this
situation,

if

not
addressed

as
a
m
atter

of
urgency,

could
present

a
serious

threat
to
the
financial

stability
of
the
E
uropean

U
nion

as
a
w
hole

〔
イ
タ
リ

ッ
ク
体
は
筆
者
に
よ
る
強
調
〕.

規
則
の
発
効
後
も
、
こ
の
よ
う
な
状
況
が
継
続
し
て
い
る
か
ど
う
か
は
、
欧
州
委
員
会
に
よ
っ
て
調
査
さ
れ
、
Ｅ
Ｕ
理
事
会
に
通
達
さ
れ
る
（
規

則
第
九
条
第
一
項
）。

（
３３
）
な
お
、
Ｅ
Ｕ
は
市
場
よ
り
資
金
を
借
り
入
れ
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
か
ど
う
か
は
明
確
で
は
な
い
。
こ
の
問
題
に
つ
い
て
、
第
三
章
二
を
参
照
さ
れ

た
い
。

（
３４
）
Ｅ
Ｕ
の
支
援
は
、
Ｅ
Ｕ
の
中
期
的
（
七
年
間
）
財
政
計
画
に
合
致
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
ニ
ー
ス
条
約
の
制
定
に
際

し
採
択
さ
れ
た
第
六
宣
言
（6.

D
eclaration

on
A
rticle

100
of
the
T
reaty

establishing
the
E
uropean

C
om
m
unity

）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
ま
た
、

Ｅ
Ｕ
の
財
政
計
画
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/top-fin.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
３５
）

C
ouncil

of
the
E
uropean

U
nion,

Press
R
elease,

N
o.
9569/10

(Presse
108).

See
also

w
ebsite

of
the
C
ouncil

(http://w
w
w
.consilium

.

europa.eu/show
Focus.aspx?id=

1&
focusId=

478&
lang=

en)

（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在).

（
３６
）

See
K
erber,

ibidem
,
pp.
9-10.

（
３７
）

G
esetz

zur
Ü
bernahm

e
von
G
ew
ährleistungen

im
R
ahm
en
eines

europäischen
Stabilisierungsm

echanism
us
(StabM

echG
),
B
G
B
l.
I,

p.
627.

See
Jeck,

ibidem
,
pp.
6-7;
K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916.

（
３８
）
あ
る
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
支
払
不
能
状
態
に
陥
る
危
険
性
が
あ
る
か
ど
う
か
は
、
同
国
を
除
く
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
や
欧
州
中
央
銀
行
と
共

に
決
定
す
る
。
ま
た
、
こ
の
決
定
は
相
互
の
了
解
を
必
要
と
す
る(StabM

echG

第
一
条
第
一
項
第
三
文
参
照)

。

（
３９
）

Sinn,
ibidem

,
p.
3.

（
４０
）

Sinn,
ibidem

,
p.
3.

（
４１
）

K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1913.

（
４２
）

K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1912.

（
４３
）

K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1913.

（
４４
）

R
egulation

(E
C
)
N
o
332/2002

establishing
a
facility

providing
m
edium

-term
financial

assistance
for
M
em
ber
States’

balances
of
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ents,
O
J
2002,

N
o.
L
53,
p.
1,
lastly

am
ended

by
R
egulation

(E
C
)
N
o
431/2009,

O
J
2009,

N
o.
L
128,

p.
1.
See
also
H
äde,
ibidem

,

E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

401.
（
４５
）
前
掲
注
１０
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
４６
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

415.

（
４７
）

B
eschluss

des
B
V
erfG

vom
10.
Juni
2010,

2
B
vR
10999/10.

（
４８
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

415.

（
４９
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

415.

Ｅ
Ｕ
の
目
標
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/r/purposes-lisbon.

htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
５０
）
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
二
項
は
以
下
の
よ
う
に
定
め
る
。

2.
W
here

a
M
em
ber
State

is
in
difficulties

or
is
seriously

threatened
w
ith
severe

difficulties
caused

by
natural

disasters
or
exceptional

occurrences
beyond

its
control,

the
C
ouncil,

on
a
proposal

from
the
C
om
m
ission,

m
ay
grant,

under
certain

conditions,
U
nion

financial

assistance
to
the
M
em
ber
State

concerned.
T
he
President

of
the
C
ouncil

shall
inform

the
E
uropean

Parliam
ent
of
the
decision

taken.

（
５１
）
な
お
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
四
三
条
お
よ
び
第
一
四
四
条
に
基
づ
く
支
援
と
は
異
な
り
、
第
一
二
二
条
第
二
項
に
基
づ
く
支
援
は
、

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
対
し
て
も
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
本
文
中
の
第
二
章
六
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
５２
）
英
語
に
よ
る
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
五
条
は
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

1.
T
he
U
nion

shall
not
be
liable

for
or
assum

e
the
com
m
itm
ents

of
central

governm
ents,

regional,
local

or
other

public
authorities,

other
bodies

governed
by
public

law
,
or
public

undertakings
of
any
M
em
ber
State,

w
ithout

prejudice
to
m
utual

financial
guarantees

for

the
joint

execution
of
a
specific

project.
A
M
em
ber
State

shall
not
be
liable

for
or
assum

e
the
com
m
itm
ents

of
central

governm
ents,

regional,
local

or
other

public
authorities,

other
bodies

governed
by
public

law
,
or
public

undertakings
of
another

M
em
ber
State,

w
ithout

prejudice
to
m
utual

financial
guarantees

for
the
joint

execution
of
a
specific

project.

2.
T
he
C
ouncil,

on
a
proposal

from
the
C
om
m
ission

and
after

consulting
the
E
uropean

Parliam
ent,

m
ay,
as
required,

specify

definitions
for
the
application

of
the
prohibitions

referred
to
in
A
rticles

123
and
124
and
in
this
A
rticle.

（
５３
）
こ
の
「
責
任
の
排
除
」
は
、
経
済
・
通
貨
同
盟
の
第
二
段
階
が
開
始
さ
れ
た
時
、
つ
ま
り
、
一
九
九
四
年
元
旦
よ
り
適
用
さ
れ
る
（
ア
ム
ス
テ
ル

ダ
ム
条
約
体
制
下
で
の
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
三
条
を
参
照
さ
れ
た
い
）。
ま
た
、
新
た
な
措
置
の
発
令
を
必
要
と
せ
ず
（
加
盟
国
に
対
し
て
は
、
特
別

の
国
内
措
置
を
必
要
と
せ
ず
）、
直
接
的
に
適
用
さ
れ
る
。K

em
pen,

in
Streinz

ed.,
E
U
V
/E
G
V
,
2003,A

rt.
103
E
G
V
,
para.

3.
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（
５４
）
理
事
会
は
す
で
に
規
則
第
三
六
〇
三
／
九
三
号
を
制
定
し
（C

ouncil
R
egulation

(E
C
)
N
o
3603/93

of
13
D
ecem

ber
1993

specifying

definitions
for
the
application

of
the
prohibitions

referred
to
in
A
rticles

104
and
104b

(1)
of
the
T
reaty,

O
J
1993,

N
o.
L
332,

p.
1)

、
個
々

の
要
件
を
具
体
的
に
し
て
い
る
が
、
ギ
リ
シ
ャ
支
援
に
関
し
て
問
題
に
な
る「
責
任
を
負
う
」(be

liable
for)

や「
債
務
を
引
き
受
け
る
」（assum

e
the

com
m
ittm
ents

）
に
つ
い
て
は
定
め
て
い
な
い
。

（
５５
）
な
お
、
第
一
二
五
条
第
一
項
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
〇
三
条
第
一
項
）
は
、
経
済
・
通
貨
同
盟
の
第
二
段
階
（
一
九
九
四
年
元
旦
）
よ
り
、
直
接
的
に

適
用
さ
れ
て
い
る
（
Ｅ
Ｃ
条
約
第
一
一
六
条
第
三
項
）。
こ
の
段
階
で
は
、
ユ
ー
ロ
は
ま
だ
導
入
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
導
入
国
と
未
導
入
国
の
区

別
は
な
く
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は
全
て
の
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
に
適
用
さ
れ
る
。

（
５６
）

Frenz
and
E
hlenz,

ibidem
,
E
W
S
2010,

pp.
65-70,

67;
K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1913.

（
５７
）

A
rticle

123
T
F
E
U
(ex
A
rticle

101
T
E
C
)

1.
O
verdraft

facilities
or
any
other

type
of
credit

facility
w
ith
the
E
uropean

C
entral

B
ank
or
w
ith
the
central

banks
of
the
M
em
ber
States

(hereinafter
referred

to
as
“national

central
banks”)

in
favour

of
U
nion

institutions,
bodies,

offices
or
agencies,

central
governm

ents,

regional,
local

or
other

public
authorities,

other
bodies

governed
by
public

law
,
or
public

undertakings
of
M
em
ber
States

shall
be

prohibited,
as
shall

the
purchase

directly
from

them
by
the
E
uropean

C
entral

B
ank
or
national

central
banks

of
debt

instrum
ents.

2.
Paragraph

1
shall

not
apply

to
publicly

ow
ned
credit

institutions
w
hich,

in
the
context

of
the
supply

of
reserves

by
central

banks,
shall

be
given

the
sam
e
treatm

ent
by
national

central
banks

and
the
E
uropean

C
entral

B
ank
as
private

credit
institutions.

A
rticle

124
T
F
E
U
(ex
A
rticle

102
T
E
C
)

A
ny
m
easure,

not
based

on
prudential

considerations,
establishing

privileged
access

by
U
nion

institutions,
bodies,

offices
or
agencies,

central
governm

ents,
regional,

local
or
other

public
authorities,

other
bodies

governed
by
public

law
,
or
public

undertakings
of
M
em
ber

States
to
financial

institutions,
shall

be
prohibited.

（
５８
）

R
ohleder,

Z
ehnpfund

and
Sinn,

ibidem
,
p.
8,
note

19.

（
５９
）

6.
E
rklärung

zu
A
rtikel

100
des
V
ertrags

zur
G
ründung

der
E
uropäischen

G
em
einschaft

D
ie
K
onferenz

w
eist
darauf

hin,
dass

die
m
it
dem

Verbot
(“no

bail-out”)
nach

A
rtikel

103
zu
vereinbarenden

B
eschlüsse

über
einen

finanziellen
B
eistand

nach
A
rtikel

100
m
it
der

Finanziellen
V
orausschau

2000-2006
und

insbesondere
m
it
N
um
m
er
11
der

Interinstitutionellen
V
ereinbarung

vom
6.
M
ai
1999

zw
ischen

dem
E
uropäischen

Parlam
ent,
dem

R
at
und

der
K
om
m
ission

über
die

H
aushaltsdisziplin

und
die
V
erbesserung

des
H
aushaltsverfahrens

sow
ie
m
it
den

entsprechenden
B
estim

m
ungen

der
künftigen
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interinstitutionellen

V
ereinbarungen

und
finanziellen

V
orausschauen

im
E
inklang

stehen
m
üssen

（
イ
タ
リ
ッ
ク
体
は
筆
者
に
よ
る
強
調
）.

（
６０
）

Jeck,
ibidem

,
p.
9.
See
Judgem

ent
of
E
uropean

C
ourt
of
H
um
an
R
ights

in
C
ase
W
aite
and
K
ennedy,

E
uG
R
Z
1999,

p.
207,

212.
（
６１
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

415;
D
e
G
rauw
e,
C
risis
in
the
eurozone

and
how

to
deal

w
ith
it,
C
E
PS
Policy

B
rief
N
o.

204,
2010,

p.
2;
Jeck,

ibidem
,
p.
7.

（
６２
）

D
enkschrift

zum
V
ertrag

vom
7.
Februar

1992
über

die
E
uropäische

U
nion,

B
R
-D
rs.
500/92,

S.
90;
E
ndler,

E
uropäische

Z
entralbank

und
Preisstabilität,

1997,
pp.
341
et
seq.;

G
nan,

ibidem
,A
rt.
103
E
G
V
,
paras.

9
et
seq.

（
６３
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro2.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕)

を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
６４
）

H
äde,

in
C
alliess

and
R
uffert

eds.,
D
as
V
erfassungsrecht

der
E
uropäischen

U
nion,

3
rd
edition,

2007,
A
rt.
100
E
G
V
,
para.

3;
K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1779.
See
also
B
andilla,

ibidem
,
A
rt.
100
E
G
V
,
para.

1;
B
V
erfG
E
,
2
B
vR
2134,

2159/92,
para.

147

（
マ
ー
ス
ト
リ
ヒ
ト
判
決).

（
６５
）
な
お
、
市
場
原
理
が
適
用
さ
れ
る
民
間
部
門
に
お
い
て
は
、
他
の
企
業
か
ら
の
支
援
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

（
６６
）

H
attenberger,

ibidem
,
A
rt.
103
E
G
V
,
para.

1;
G
nan,

ibidem
,
A
rt.
103
E
G
V
,
para.

2;
Jeck,

ibidem
,
p.
8;
Jeck,

van
R
oosebeke

and

V
oßw
inkel,

K
einen

E
uro
nach

A
then

tragen.
W
arum

ein
B
ail-out

G
riechenlands

ökonom
isch

abzulehnen
und
juristisch

unzulässig
ist,

p.
12;
H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

402.
See
also
R
ohleder,

Z
ehnpfund

and
Sinn,

ibidem
,
p.
6.

（
６７
）

H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

402.

（
６８
）

R
ohleder,

Z
ehnpfund

and
Sinn,

ibidem
,
p.
7;
Frenz

and
E
hlenz,

ibidem
,
E
W
S
2010,

pp.
65-70,

67;
K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW

2010,
pp.
1911-1916,

1913.

な
お
、
第
一
二
五
条
第
一
項
は
、
債
務
の
引
受
を
禁
止
す
る
一
方
で
、
例
外
的
に
、
相
互
の
財
政
保
証
を
認
め
て
い
る
。
こ
の
例
外
で
は
、
「
債

務
の
引
受
」
で
は
な
く
、
「
財
政
保
証
」
と
い
う
文
言
が
用
い
ら
れ
て
い
る
が
、
両
概
念
は
同
義
で
あ
り
、
単
な
る
言
い
換
え
に
過
ぎ
な
い
の
か
、

ま
た
は
内
容
的
に
異
な
る
も
の
を
指
し
て
い
る
の
か
は
明
ら
か
で
は
な
い
。
し
か
し
、
「
財
政
保
証
」
は
加
盟
国
間
の
共
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
か
ら
生

じ
る
債
務
に
つ
い
て
（
の
み
）
認
め
ら
れ
る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。

（
６９
）

G
nan,

ibidem
,A
rt.
103
E
G
V
,
para.

28.

（
７０
）

G
nan,

ibidem
,A
rt.
103
E
G
V
,
para.

28.
See
also
B
andilla,

ibidem
,A
rt.
100
E
G
V
,
para.

12.

（
７１
）

Frenz
and
E
hlenz,

ibidem
,
E
W
S
2010,

pp.
65-70,

67.

（
７２
）

D
eutscher

B
undestag,

D
ie
Presse

vom
22.
A
pril
2010

(Schäuble:
Finanzhilfen

an
G
riechenland

sind
kein

V
erstoß

gegen
E
U
-R
echt)
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(http://w
w
w
.bundestag.de/presse/hib/2010_04/2010_124/01.htm

l)

（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在).

（
７３
）

H
erm
ann,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1780;

Pernice,
FA
Z
vom

25.
M
ärz
2010

(R
ettung

statt
R
ausschm

iss).
See
also

G
nan,

ibidem
,

A
rt.
103
E
G
V
,
R
dnr.
28.

（
７４
）

Jeck,
ibidem

,
p.
8;
G
nan,

ibidem
,A
rt.
103
E
G
V
,
para.

1.

（
７５
）

C
ase
231/83,

C
ullet

v
L
eclerc

[1985]
E
C
R
305,

paras.
319-320.

（
７６
）

G
nan,

ibidem
,A
rt.
103
E
G
V
,
para.

14.

（
７７
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1779.

（
７８
）

E
verling,

L
issabon-V

ertrag
regelt

D
auerstreit

über
N
ichtigkeitsklage

Privater,
E
uZ
W
2010,

pp.
572-576,

574-576

（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す

る
条
約
第
二
六
三
条
第
四
項
の
「
規
則
と
し
て
の
性
質
」
を
有
す
る
第
二
次
法
の
解
釈
に
関
す
る
争
い
に
つ
い
て
）。

（
７９
）

G
nan,

ibidem
,A
rt.
103
E
G
V
,
para.

25;
K
em
pen,

ibidem
,A
rt.
103
E
G
V
,
para.

6.

（
８０
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1779.

（
８１
）
相
互
性
に
つ
い
て
、K

nopp,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1779-1780.

た
だ
し
、
相
互
性
を
厳
格
に
解
釈
す
る
場
合
で
あ
れ
、
将�

来�

の

危
機
的
状
況
に
備
え
「
特
定
目
的
事
業
体
」
を
創
設
し
、
そ
れ
を
通
じ
て
、
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
互
い
に
支
援
し
合
う
と
い
う
制
度
は
相
互
支
援
に
あ

た
る
と
解
さ
れ
る
。

（
８２
）

See
H
äde,
ibidem

,A
rt.
119
E
G
V
,
para.

10.

（
８３
）
ギ
リ
シ
ャ
支
援
の
「
相
互
性
」
に
つ
い
て
は
、
別
の
解
釈
も
可
能
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
ギ
リ
シ
ャ
を
除
く
ユ
ー
ロ
導
入
国
間
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の

支
援
額
が
特
定
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
を
相
互
に
保
証
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
財
政
も
悪
化
し
、
ギ
リ
シ
ャ
を
支

援
し
え
な
く
な
る
場
合
、
そ
の
分
を
他
の
ユ
ー
ロ
導
入
国
が
負
担
す
る
と
考
え
る
こ
と
も
で
き
る
。
こ
の
よ
う
な
形
態
で
あ
れ
ば
、
「
相
互
性
」
の

要
件
は
満
た
さ
れ
る
が
、
実
際
に
そ
の
よ
う
な
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
と
は
解
さ
れ
な
い
。

（
８４
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1779.

（
８５
）

K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.
1911-1916,

1913.

（
８６
）

Jeck,
ibidem

,
p.
9.

（
８７
）

See
G
nan,

ibidem
,
A
rt.
101
E
G
V
,
para.

3
(“Sie

behandeln
hingegen

nicht
die
Frage,

w
ie
“ex
post”

bei
einem

trotz
dieses

R
egelw

erks

auftretenden
K
risenfall

verfahren
w
ird”).

（
８８
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

415.
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（
８９
）

R
ohleder,

Z
ehnpfund

and
Sinn,

ibidem
,
p.
10.

（
９０
）

Seidel,
ibidem

,
pp.
3-4.

（
９１
）
連
邦
国
家
で
あ
る
ド
イ
ツ
の
財
政
調
整
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
基
本
法
第
一
〇
七
条
を
参
照
さ
れ
た
い
。
ま
た
、
財
政
危
機
に
際
し
、
連
邦
と
州
は

相
互
に
支
援
す
る
義
務
が
あ
る
こ
と
は
、
ド
イ
ツ
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
よ
っ
て
確
認
さ
れ
て
い
る
。See

B
V
erfG
E
86,
148,

263.

な
お
、
ア
メ
リ

カ
合
衆
国
は
、
こ
れ
と
は
異
な
る
立
場
を
採
用
し
て
い
る
こ
と
に
つ
い
て
、Sinn,

ibidem
,
pp.
8-9.

（
９２
）

Seidel,
ibidem

,
pp.
3-4.

（
９３
）

R
ohleder,

Z
ehnpfund

and
Sinn,

ibidem
,
p.
9.

（
９４
）
リ
ス
ボ
ン
条
約
発
効
後
の
基
本
諸
条
約
改
正
手
続
に
つ
い
て
、
拙
稿
「
リ
ス
ボ
ン
条
約
発
効
後
の
諸
条
約
の
改
正
」
本
誌
第
一
四
巻
第
二
号

（
二
〇
一
〇
年
三
月
）
二
三
〜
五
四
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
９５
）

G
ros
and
M
ayer,

H
ow
to
deal

w
ith
sovereign

default
in
E
urope:

C
reate

the
E
uropean

M
onetary

Fund
now
!,
C
E
PS
Policy

B
rief,

N
o.

202/February
2010,

p.
2.

（
９６
）

H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

400.

構
造
基
金
か
ら
の
支
出
に
つ
い
て
、Schw

arzer
and
D
ullien,

Policy
options

for
G
reece

―

an
evaluation,W

orking
Paper

FG
1,
2010/01,

M
ärz
2010

der
Stiftung

W
issenschaft

und
Politik,

p.
7

を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
９７
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro3.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
９８
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1778.

（
９９
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1778.

（
１００
）

R
egulation

(E
C
)
N
o
332/2002

establishing
a
facility

providing
m
edium

-term
financial

assistance
for
M
em
ber
States’

balances
of

paym
ents,

O
J
2002,

N
o.
L
53,
p.
1,
lastly

am
ended

by
R
egulation

(E
C
)
N
o
431/2009,

O
J
2009,

N
o.
L
128,

p.
1.
See
also
H
äde,
ibidem

,

E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

401.

（
１０１
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

415;
K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1778-1779.

（
１０２
）
前
掲
注
８
内
の
文
献
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１０３
）
例
え
ば
、原
子
力
発
電
所
や
石
油
備
蓄
施
設
の
事
故
な
ど
で
あ
る
。Khan,

in
G
eiger,

K
han
and
K
otzur,

E
U
V
/A
E
U
V
,
5
edition,

2010,A
rt.
222

A
E
U
V
,
para.

11.

（
１０４
）
ま
た
、
軍
事
的
攻
撃
に
際
し
て
の
連
帯
性
に
つ
い
て
、
Ｅ
Ｕ
条
約
第
四
二
条
第
七
項
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１０５
）

Frenz
and
E
hlenz,

ibidem
,
E
W
S
2010,

pp.
65-70,

67;
Jeck,

ibidem
,
p.
7;
R
uffert,

FA
Z
v.
11.
Februar

2010
(E
uropäische

V
erträge
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verbieten
eine
R
ettung);

R
uffert,

D
er
Standard

v.
12.A

pril
2010

(Sonst
w
äre
E
U
B
ananenrepublik)

(http://derstandard.at/1269449463575/

H
ilfspaket-Sonst-w

aere-E
U
-B
ananenrepublik

）（
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
）;
Seidel,

ibidem
,
p.
3.

（
１０６
）

See
K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1780-1781.

（
１０７
）

H
äde,
ibidem

,A
rt.
103
E
G
V
,
paras.

7-9.

（
１０８
）
な
お
、
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
四
三
条
お
よ
び
第
一
四
四
条
に
基
づ
く
支
援
と
は
異
な
り
、
第
一
二
二
条
第
二
項
に
基
づ
く
支
援
は
、

ユ
ー
ロ
導
入
国
に
対
し
て
も
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
本
文
中
の
第
二
章
六
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１０９
）
前
掲
注
５０
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１１０
）
経
済
学
の
分
野
で
は
、
一
般
に
、“asym

m
etric

shocks/Schocks”

と
呼
ば
れ
て
い
る
。See

H
äde,

in
C
alliess

and
R
uffert

eds.,
D
as

V
erfassungsrecht

der
E
uropäischen

U
nion,

3.A
uflage

2007,A
rt.
100
E
G
V
,
para.

4.

（
１１１
）

K
em
pen,

in
Streinz

ed.,
E
U
V
/E
G
V
,
2003,A

rt.
100
E
G
V
,
para.

9.
See
also
K
han,

ibidem
,A
rt.
122
A
E
U
V
,
para.

7.

も
っ
と
も
、
こ
れ
ら

は
加
盟
国
に
よ
っ
て
統
制
さ
れ
な
い
事
態
に
あ
た
る
と
一
律
的
に
判
断
す
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と
解
さ
れ
る
。

（
１１２
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/euro2.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１１３
）

H
äde,
H
aushaltsdisziplin

und
Solidarität

im
Z
eichen

der
Finanzkrise,

E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

401.

（
１１４
）

E
ndler,

E
uropäische

Z
entralbank

und
Preisstabilität,

1998,
p.
547;

K
erber,

ibidem
,
pp.
7-9;
K
ube
and
R
eim
er,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.

1911-1916,
1914;

Seidel,
ibidem

,
p.
8.
See
also
Jeck,

ibidem
,
p.
4.

（
１１５
）

H
äde,
in
C
alliess

and
R
uffert

eds.,
D
as
V
erfassungsrecht

der
E
uropäischen

U
nion,

3.A
uflage

2007,A
rt.
103
E
G
V
,
paras.

7
and
9.
See

also
H
äde,
Staatsbankrott

und
K
risenhilfe,

E
uZ
W
2009,

p.
273.

（
１１６
）

H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

p.
273.

（
１１７
）
前
掲
注
６
内
の
資
料
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１１８
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

414;
K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1780.
See
also

H
äde,

ibidem
,
E
uZ
W

2009,
pp.
399-403,

401;
Frenz

and
E
hlenz,

ibidem
,
E
W
S
2010,

pp.
65-70,

68.

（
１１９
）

B
andilla,

ibidem
,A
rt.
100
E
G
V
,
para.

10;
K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1780.

（
１２０
）

H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

403;
K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1780.

な
お
、K

nopp,
ibidem

,
N
JW
2010,

pp.

1777-1782,
1780

は
、
自
然
災
害
や
そ
の
他
の
特
別
な
事
情
に
よ
っ
て
加
盟
国
が
自
ら
統
制
し
え
な
い
よ
う
な
状
況
に
陥
っ
た
場
合
に
も
、
第
一
二

二
条
第
二
項
に
基
づ
く
支
援
は
可
能
で
あ
る
と
す
る
。
つ
ま
り
、
「
加
盟
国
が
統
制
し
え
な
い
」
こ
と
を
、
自
然
災
害
や
特
別
な
事
情
の
結
果
と
し



41 ＥＵとユーロ導入国によるギリシャ支援の適法性

て
捉
え
て
い
る
が
、
こ
の
よ
う
な
解
釈
は
第
一
二
二
条
第
二
項
の
文
言
に
合
致
し
て
い
な
い
。

（
１２１
）

Jeck,
ibidem

,
p.
4.

（
１２２
）

Seidel,
ibidem

,
p.
8.
See
also
Jeck,

ibidem
,
pp.
4-5.

（
１２３
）

Jeck,
ibidem

,
p.
5.

（
１２４
）

H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

p.
273.

（
１２５
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1780-1781.

（
１２６
）

H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

403.

（
１２７
）
な
お
、
前
掲
注
３２
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１２８
）
反
対
の
見
解
と
し
て
、Jeck,

ibidem
,
p.
5.

（
１２９
）
な
お
、
厳
密
に
は
、
第
一
二
二
条
第
二
項
は
、
個�

々�

の�

加
盟
国
の
危
機
の
救
済
に
つ
い
て
定
め
て
お
り
、
Ｅ
Ｕ
の
特
定
の
制
度
全
体
の
危
機
を
想

定
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
そ
れ
は
多
く
の
加
盟
国
に
共
通
の
問
題
と
し
て
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１３０
）

See
Sinn,

ibidem
,
p.
6.

（
１３１
）
ギ
リ
シ
ャ
危
機
に
関
す
る
ド
イ
ツ
政
府
の
分
析
に
つ
い
て
、
ド
イ
ツ
連
邦
憲
法
裁
判
所
も
同
旨
の
判
断
を
下
し
て
い
る
。See

B
eschluss

des

B
V
erfG

vom
7.
M
ai
2010,

2
B
vR
987/10,

para.
26.

（
１３２
）

K
em
pen,

ibidem
,A
rt.
100
E
G
V
,
para.

11.
Ｅ
Ｕ
の
権
限
を
否
定
す
る
見
解
と
し
て
、Häde,

ibidem
,A
rt.
100
E
G
V
,
para.

5;
Jeck,

ibidem
,
p.
5.

（
１３３
）
Ｅ
Ｕ
の
財
政
制
度
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/law

/top-fin.htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）を
参
照
さ
れ
た

い
。

（
１３４
）

M
agiera,

in
G
rabitz

and
H
ilf
eds.,

D
as
R
echt
der
E
uropäischen

U
nion,

vol.
I,
2009,A

rt.
269
E
G
V
,
paras.

36-37.

（
１３５
）
従
来
の
Ｅ
Ｃ
条
約
第
三
〇
八
条
の
適
用
に
つ
い
て
、
拙
稿
「
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｃ
に
よ
る
安
保
理
決
議
の
実
施
と
司
法
救
済
〜
国
際
テ
ロ
対
策
に
関
す
る

事
例
の
考
察
〜
」
本
誌
第
一
二
巻
第
二
号
（
二
〇
〇
八
年
三
月
）
一
九
〜
五
四
頁
（
二
八
〜
二
九
頁
）
お
よ
び
拙
稿
「
Ｅ
Ｃ
のsm

art
sanctions

と
司

法
救
済
〜
Ｅ
Ｃ
裁
判
所
の

K
adi
and

A
l
B
arakaat

判
決
を
踏
ま
え
て
〜
」
本
誌
第
一
四
巻
第
一
号
（
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
）
七
九
〜
一
五
一
頁

（
九
二
〜
一
〇
〇
頁
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１３６
）
加
盟
国
間
の
連
帯
は
欧
州
統
合
の
基
本
理
念
の
一
つ
に
な
っ
て
い
る
が
、
本
稿
の
対
象
と
な
る
経
済
政
策
の
分
野
で
も
重
視
さ
れ
て
い
る
（
Ｅ
Ｕ

の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
一
二
二
条
第
一
項
参
照
）。ま
た
、加
盟
国
の
連
帯
性
に
関
し
、筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/r/solidarity.htm

l

〔
二
〇
〇
九
年
二
月
一
日
現
在
〕）
を
参
照
さ
れ
た
い
。
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（
１３７
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

415.

Ｅ
Ｕ
の
目
標
に
つ
い
て
、
筆
者
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/r/purposes-lisbon.

htm
l

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１３８
）

Jeck,
ibidem

,
pp.
5-6.

（
１３９
）
こ
の
点
に
つ
い
て
、
拙
稿
「
Ｅ
Ｃ
のsm

art
sanctions

と
司
法
救
済

〜
Ｅ
Ｃ
裁
判
所
の

K
adi
and
A
l
B
arakaat

判
決
を
踏
ま
え
て
〜
」
本
誌
第

一
四
巻
第
一
号
（
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
）
七
九
〜
一
五
一
頁
（
九
五
〜
一
〇
〇
頁
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１４０
）

See
O
pinion

2/94,
E
C
H
R
[1996]

E
C
R
I-1759,

paras.
30
and
35.

（
１４１
）

K
nopp,

ibidem
,
N
JW
2010,

pp.
1777-1782,

1780-1781.

（
１４２
）
な
お
、
Ｅ
Ｕ
法
上
の
義
務
違
反
に
つ
い
て
、
国
内
裁
判
所
は
独
自
の
判
断
を
下
す
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
１４３
）
こ
れ
は
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
根
拠
法
で
あ
る
Ｅ
Ｕ
理
事
会
規
則
第
四
〇
七
／
二
〇
一
〇
号
は
、
広
く
一
般
的
に
適
用
さ
れ
る
第
二
次
法
で
あ
り
、
ま
た
、

個
人
の
権
利
に
直
接
的
に
関
わ
る
も
の
で
は
な
い
た
め
で
あ
る
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
二
六
三
条
第
四
項
）。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
筆
者

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（http://eu-info.jp/r/court-lisbon.htm

l#3

〔
二
〇
一
〇
年
七
月
一
五
日
現
在
〕）
や
、
前
出
注
７８
内
の
文
献
を
参
照
さ
れ
た
い
。

な
お
、
訴
え
は
規
則
が
公
示
さ
れ
て
か
ら
二
ヶ
月
以
内
に
提
起
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
第
六
項
）。

（
１４４
）
ド
イ
ツ
国
内
に
お
け
る
裁
判
に
つ
い
て
、
前
掲
注
１０
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１４５
）
前
出
注
１０
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
１４６
）

H
errm
ann,

ibidem
,
E
uZ
W
2010,

pp.
413-418,

417.

な
お
、
高
度
に
政
治
的
な
判
断
は
司
法
審
査
に
服
さ
な
い
と
す
る
考
え
は
Ｅ
Ｕ
基
本
条
約

内
で
も
用
い
ら
れ
て
い
る
（
Ｅ
Ｕ
の
機
能
に
関
す
る
条
約
第
二
五
八
条
参
照
）。
Ｅ
Ｕ
裁
判
所
の
同
旨
の
判
断
に
つ
い
て
、
拙
稿
「
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｃ
に

よ
る
安
保
理
決
議
の
実
施
と
司
法
救
済
〜
国
際
テ
ロ
対
策
に
関
す
る
事
例
の
考
察
〜
」
本
誌
第
一
二
巻
第
二
号
（
二
〇
〇
八
年
三
月
）
一
九
頁
を
参

照
さ
れ
た
い
。

（
１４７
）
そ
の
一
方
で
、
第
一
二
二
条
第
二
項
に
基
づ
く
支
援
に
は
厳
し
い
条
件
を
つ
け
、
特
に
、
第
一
二
五
条
と
の
調
整
を
図
る
必
要
性
が
指
摘
さ
れ
て

い
る
。H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

399.

（
１４８
）

H
äde,
ibidem

,
E
uZ
W
2009,

pp.
399-403,

403.


